
東京都千代田区神田神保町一丁目105番地　https://www.adl-reit.com/ 証券コード：3493

■オンライン方式での運用状況報告会をライブ配信いたします。

当日、上記の各ウェブアドレスをアクセスください。その後トップページから「｜セミナー｜」タブを選んでください。
なお、当日のライブ配信を見逃された場合においても、録画が同様の方法で視聴できますのでご利用ください。

■決算説明会動画と決算説明会資料に関しては本投資法人ＨＰ上に掲載させていただいておりま
すので、以下よりご確認ください。

資産運用会社	： 伊藤忠リート・マネジメント株式会社
電 話 番 号	： 0120-300-780（フリーダイヤル）
受 付 時 間	： 9時～17時（土日祝日、年末年始を除く。）

お問い合わせ窓口

決算説明会動画

決算説明会資料

https://www.net-presentations.com/3493/20230417/46rfyth/

https://www.adl-reit.com/file/news-7cd3aca2f4105f0117ace83c4683bcb02cb82736.pdf

運用状況報告会の開催について

日時 2023年6月22日（木）18：30～

QRコード
媒体業者名 SBI証券株式会社

配信方式 同社ウェブサイトからのライブ配信

ウェブアドレス (URL) https://www.sbisec.co.jp
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2023年2月期（第9期）実績（注1）

2023年8月期（第10期）

予想

2,806円
うち利益超過分配金389円

1口当たり分配金

2024年2月期（第11期）

予想

2,820円
うち利益超過分配金391円

保有不動産
鑑定評価額合計
2023年2月期（第9期）

1,500億円
含み益281億円
（帳簿価格対比）

期末稼働率
2023年2月期（第9期）

99.9％

格付け
日本格付研究所（JCR）
2021年12月27日取得

AA－
（安定的）

営業収益 4,027百万円

営業利益 2,044百万円

経常利益 1,807百万円

当期純利益 1,806百万円

期末物件数 13物件

資産総額（取得価格ベース） 1,266億円

鑑定NOI利回り（注3） 4.8％

1口当たり分配金（合計） 3,239円

1口当たり分配金
（利益超過分配金を除く） 2,679円

1口当たり利益超過分配金 560円

運用状況（注2）

分配金の状況

（注1）第9期は、2022年8月1日から2023年2月28日の7か月変則決算です。
（注2）特に記載のない限り、整数表記の数値については単位未満を切り捨てして記載しています。
（注3）「NOI」とは、 Net Operating Incomeの略称であり、賃貸事業で生じるキャッシュフローに該当し、賃貸収入から管理費などの諸経費

を控除した値をいいます。鑑定NOI利回りは、鑑定NOI合計を取得価格合計で除して小数第2位を四捨五入して記載しています。

決算ハイライト
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投資主の皆様へ

アドバンス・ロジスティクス投資法人　執行役員

2023年3月1日より執行役員に就任いたしました木村知之です。
投資主の皆様におかれましては、ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。
アドバンス・ロジスティクス投資法人（証券コード：3493）は、物流施設を主な投資対象とする投資法人であり、2018年9月7日に

「伊藤忠アドバンス・ロジスティクス投資法人」として東京証券取引所不動産投資信託市場に上場し、2022年6月1日付で商号
変更いたしました。
さて、2023年4月17日に決算発表させていただいた第9期（2023年2月期）の運用は7ヶ月の変則決算となり、投資口1口当たり
の分配金は事前にご案内させていただいていた通り、3,239円/口となりました。第10期（2023年8月期）からは通常通り6ヶ月の
運用となり、予想分配金は2,806円/口、第11期（2024年2月期）予想分配金は、2,820円/口と公表させていただいております。
2022年10月の第３回公募増資に伴うアイミッションズパーク市川塩浜の取得とともに、資産運用会社合併に伴う物件収集体制
の拡充により、本年1月には第三者物件取得に向けた匿名組合へ出資する等、着実な成長に向けた取り組みを実行させていた
だいております。
物流不動産市場は、新規物件の供給が増加傾向にあり、エリアによっては一時的に空室率の上昇がみられるものの、インターネッ
ト通販取引等をはじめとした物流事業者の需要は引き続き堅調であり、本投資法人の稼働率も99.9％（倉庫床稼働率100％）
と引き続き高水準を維持しております。
また、本投資法人が資産運用を委託する伊藤忠リート・マネジメント株式会社は、2022年6月1日付にて、伊藤忠グループがスポ
ンサーである賃貸マンション特化型J-REITのアドバンス・レジデンス投資法人の資産運用会社であるADインベストメント・マネジメ
ント株式会社と合併、2022年7月には総合型私募REITのアドバンス・プライベート投資法人の運用を開始いたしました。
豊富な物流不動産開発・取得実績と約10万社に及ぶ取引顧客網を有し、生活消費関連ビジネスに強みをもつスポンサーグ
ループのサポートを活用し、拡張的協働関係に基づく成長スパイラルを構築するとともに、保有物件価値の維持・向上に資するエ
ンジニアリング機能（一級建築士事務所登録済み）を併せ持つ総合アセット・マネジメント会社である資産運用会社の運営ノウハ
ウおよびその他の経営資源を最大限に活用することで、質の高い資産の積上げ、内部成長並びに安定感のある財務・キャッシュマ
ネジメントの徹底に注力しつつ、投資主価値の持続的な向上を目指し、運営を行ってまいります。
近年、環境、社会、企業統治（ESG）への配慮した経営が求められておりますが、本投資法人は不動産会社・ファンド等のESGに
対する配慮を測るベンチマーク評価のGRESBより2022年度、最高位評価である「５スター」を取得するとともに「グローバル・セク
ターリーダー」「アジア・セクターリーダー」に選出されました。本投資法人のスポンサーである伊藤忠商事の経営理念には、日本版
のESGの考え方を現した「三方よし」があります。本投資法人にも、そのような考えがDNAに刷り込まれておりますので、物流不動
産をはじめとした物流インフラを発展させることで、社会の期待に応え、必要とされる存在であり続けるよう運営してまいります。
投資主の皆様におかれましては、引き続きご支援、ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。
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今期のハイライトについて
Q&A形式で解説いたします。

Q A＆＆＆＆

2023年2月期（第9期）の1口当たり分配金は、
3,239円と、直近公表済み(2022年10月4日時点）
の予想分配金と同額となりました。各種費用の削減
により当期純利益が改善したため、1口当たり利益分
配金は+31円となった一方で、今後の新規投資に備
えるべく利益超過分配金は-31円としました。

なお、今期は決算期を変更するために計算対象
期間を7ヶ月としましたが、翌期からは通常の6ヶ月決
算となり、2023年8月期（第10期）の1口当たり分配
金は2,806円、2024年2月期（第11期）は2,820円
を想定しており、年4%程度の成長を目指してまいり
ます。

2022年10月の第3回公募増資等により、築年数
が浅くかつ100%稼働中のIMP市川塩浜を取得しま
した（注1）。取得価格は218億円であり、本日時点の鑑
定評価額である241億円に対して約10%の含み益
を創出しています。

本増資等の結果、資産規模は13物件、1,332億
円となり、当面の目標である資産規模2,000億円に向
け着実に規模を拡大しています。また本取得により、
ポートフォリオ全体の築年数も5.4年に、また１口当た
りNAV（注2）も150,841円に伸長する見込みです。

2023年2月期（第9期）の分配金実績、2023年8月期（第10期）及び
2024年2月期（第11期）の分配金予想について教えてください。Q11

今期に実施した第3回公募増資について教えてください。Q22

（※2023年4月3日時点）

取得価格 21,800百万円

鑑定評価額 24,100百万円

築年数※ 3.7年

稼働率 100.0%

1,729

2,311 2,395 2,425
2,517 2,492

2,755 2,715

3,239 3,239

2,723 2,723 2,806 2,820

273

261 269 287 543
238

399 399

591 560

525 510
389 391

1,456

2,050 2,126 2,138
1,974

2,254 2,356 2,316
2,648 2,679

2,198 2,213 2,417 2,429

1月期実績 7月期実績
2019年

1月期実績 7月期実績
2020年

1月期実績 7月期実績
2021年

1月期実績 7月期実績
2022年

2月期予想 2月期実績
2023年

2月期予想2月期試算 8月期予想 2月期予想
2024年

■■■利益超過分配金
■■■利益分配金
（単位：円）

7ヶ月 6ヶ月

年4%成長を目指す1口当たり分配金年平均成長率：4.80%分配金の推移・成長
（着実な利益分配の増加）
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Q A＆＆＆＆

全館LED照明を採用。屋根に設置した太陽光パネル
等の再生可能エネルギーで施設内電力を全て賄う。	
各階に事務所、打合せ室、休憩室、従業員用トイレが
設置され、就労環境に配慮。

地上4階建の延床面積57,724㎡の先進型物流施
設。柱スパン11.35ｍ×10.70ｍと十分なスペースを確
保。荷物用エレベーター及び垂直搬送機を1～2階で	
各4基、3～4階で各4基設置し、高い上下搬送能力を
有する。

建築物の環境性能を評価する
CASBEEにて最上位であるSラン
クを取得。

3階、4階のテナントは「JP楽天ロジスティクス株式会
社」。主に大手EC（楽天市場）の荷物を取り扱う。

3階へ直接大型車両が乗り入れ可能なスロープを設
け、上下搬送による時間的ロスを抑制。1階、3階の	
トラックバースには、大型トラック計44台が同時に接車
可能。

（注1）IMP市川塩浜は、2022年10月19日に70%、2023年4月3日に30%の準共有持分を取得しました。
（注2）「1口当たりNAV」とは、本投資法人の保有資産の鑑定評価額を考慮した純資産価値（Net Asset Value）を、発行済投資口数で除して

得られた金額をいいます。
（注3）「LTV」とは、総資産に対する有利子負債の比率をいいます。 2023年4月3日時点の「巡航（総資産）LTV」は、2023年2月末時点の総

資産及び有利子負債額に4月3日時点の借入額の変動を考慮した計算式にて算出しています。

IMP市川塩浜は、外環道に近接した首都高速
湾岸線沿いの物流好適地に位置しており、24時間
365日操業可能、スロープで３階へ直接接車もでき
るなど、非常に使い勝手のよい好立地・高スペックの
物件です。加えて屋根に設置した太陽光パネルから

の再生可能エネルギーを施設内で利用するなど、環
境にも配慮しており、建築物の環境性能を評価する
CASBEEでも最高位のSランクを取得しています。今
後もポートフォリオの質を高めるべく、優良物件を厳
選したうえでの取得を目指します。

2022年7月期末
（第8期末）

取得資産
IMP市川塩浜(100%)

取得後IMP市川塩浜(100%)

物件数 12物件 1物件 13物件

取得価格 111,422百万円 21,800百万円 133,222百万円

鑑定評価額 130,505百万円 24,100百万円 157,243百万円

（平均）鑑定NOI利回り 4.9% 4.0% 4.7%

（平均）築年数 5.7年 3.7年 5.4年

投資エリア 関東エリア：100% 関東エリア 関東エリア：100%

1口当たりNAV（注2） 143,911円 150,841円

（巡航）（総資産）LTV（注3） 41.1% 42.3%

環境に配慮した施設設計

主要指標の変化

首都圏湾岸エリアでは希少な高機能物流施設

CASBEE Sランクの取得

大手ECの荷物を取り扱う物流事業者を中心としたテナント構成

効率性の高い入出庫オペレーションを実現する仕様
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2023年2月期（第9期）において取り組んだ施策について教えてください。Q33
外部成長（注4）に関しては、前述 Q2.のIMP市川塩

浜の取得、2023年1月に匿名組合出資を実施し、
新たに「T&Bメンテナンスセンター松江」の優先交渉
権を取得した一方、IMP箕面（仮称）の取得は見送
りました。「T&Bメンテナンスセンター松江」は、資産
運用会社の独自の情報ソースを利用して優先交渉
権を取得した初の物件であり、昨年6月の資産運用
会社の合併効果の一つである「物件取得機会の拡
大」効果が具現化されたものと考えています。

内部成長に関しては、各賃貸借契約の再契約手
続き等は順調に進んでおり、当期契約満了の全区画
において再契約及び新規の契約締結済、翌々期の
2024年2月期（第11期）満了予定の区画も、2区画
にて賃料増額かつ期間長期化にて再契約締結済
み、残り1区画も最終交渉中であり、当該期５％超の
賃料上昇を目指してまいります。他にも物件管理コス
トの圧縮や新たな収益増加施策にも注力しました。

財務運営に関しては、新たにりそな銀行と取引を
開始し、借入先の分散化を図りました。2024年9月

までの今後1年半程は借入の借換えがないことか
ら、金融政策・環境の変化による財務運営に与える
影響は非常に限定的と考えています。

ESG（注5）に関しては、着実に各種施策を実行した
結果、GRESBリアルエステイト評価（注6）において本
投資法人の参加以来初の「5スター」（最高位）を獲
得し、「グローバル・セクターリーダー」にも選出される
という非常に高い評価を受けました。また、地域への
貢献活動としてはIMP野田において千葉県野田市と
の協定のもと、市と合同で防災訓練を実施し、災害
時の協力体制を強化しました。このような活動を今
後更に取り組んでまいります。

（注4）「外部成長」とは、主に新たな不動産取得に伴う資産規模拡
大 による利益成長をいいます。

（注5）「ESG」とは、長期的成長に重要な環境・社会・ガバナンスの3
つの観点をいいます。

（注6）「GRESB リアルエステイト評価」とは、不動産会社・ファンドの 
ESG（環境・社会・ガバナンス）配慮を測る年次のベンチマーク 
評価です。

取組施策のハイライト

●再契約等は増額・期間長期化
目指し順調に進捗

●IMP市川塩浜の管理コスト削減

●IMP印西２の太陽パネル設置に
よる賃貸収益増加

●公募増資によるIMP市川塩浜
取得

●資産運用会社独自ルートにて優
先交渉権付与物件1件追加、
他1件取得見送り

●新規銀行と取引開始し、取引先
の分散促進

●借換時期の分散により、当面の
政策・金融環境変化による影響
なし

●GRESB評価にて最高位の評価
獲得

●資産運用会社として初のESGレ
ポート発行

●物件の外部環境認証取得を推
進し、９５％の取得割合

●自治体と共同で防災訓練実施

外部
成長

財務

内部
成長

ESG
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伊藤忠商事・伊藤忠都市開発

保有・運用

本投資法人を通じた
伊藤忠グループの

プラットフォームの強化

スポンサー保有・開発中物件
6物件/約205,669m2

伊藤忠グループの
プラットフォームを活用した

本投資法人の成長

本投資法人保有資産
13物件/1,332億円

開発・リーシング・管理拡張的拡張的
協働関係協働関係

「拡張的協働関係」の礎となる2つのプラットフォーム

豊富な物流不動産開発・取得実績と約10万社に及ぶ取引顧客網を有するスポンサーグループのサポート
を活用し、拡張的協働関係に基づく成長スパイラルを構築

住生活
カンパニー

金属
カンパニー

機械
カンパニー

繊維
カンパニー

エネルギー・
化学品
カンパニー

食料
カンパニー

情報・金融
カンパニー

第8
カンパニー

伊藤忠グループ

不動産・物流プラットフォーム 商社・商流プラットフォーム
❶2004年度から18年間で培った物流不動産の	
用地仕入・施設開発・リーシング力

❷物流事業者としての経験
❸J-REIT運用・管理経験の横展開

❶10万社に及ぶ豊富な取引顧客網
❷商流の川上から川下までをカバーする幅広い事業領域
❸生活消費関連ビジネスにおける高いプレゼンス

物流ソリューションの提供

長
期
運
用
・
管
理
を
前
提

と
し
た
施
設
開
発

物
流
事
業
者
の

ユ
ー
ザ
ー
目
線
・

取
引
顧
客
網
の
活
用

❶用地仕入・施設開発・リーシング

スポンサー両輪による
用地仕入・施設開発・リーシング体制

❷物流オペレーション ❸運用・管理

物流事業者としての
経験活用

住宅・物流・私募リートを運用する
総合アセット・マネジメント会社

伊藤忠商事 伊藤忠都市開発

伊藤忠商事 伊藤忠ロジスティクス 伊藤忠アーバンコミュニティ伊藤忠リート・マネジメント

物流 物流 物流

伊藤忠商事のグループ力

商流商流

サプライヤー メーカー 小売事業者 消費者

❶、❷、❸全てを統合的に所管する
伊藤忠商事 住生活カンパニーの“不動産機能・物流機能”

❶、❷、❸を網羅する
経営レベルでの取引関係を有する“総合商社”

2019年
1月期末

（第1期末）

借入れ
による
期中取得

2020年
1月期末

（第3期末）

第1回
公募増資
による取得

2020年
7月期末

（第4期末）

第2回
公募増資
による取得

2022年
7月期末

（第8期末）

第3回
公募増資
による取得

2023年
4月3日
取得後

7物件
538億円

2物件
49億円

8物件
588億円

2物件
252億円

9物件
841億円

4物件
273億円

12物件
1,114億円

1物件
218億円

13物件
1,332億円

伊藤忠グループのプラットフォームを活用し、継続的な成長を実現
今後もスポンサーパイプラインの取得を主体とした成長を目指す

5

本投資法人の基本戦略
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着実な施策の積み上げにより、投資主価値向上に資する長期安定運

伊藤忠商事との協働で再契約・リテナント実施

2023年2月期/7か月決算（第9期）

実　績 今　後

2023年8月期（第10期）

IMP市川塩浜
70%取得

匿名組合出資
(第三者物件)

IMP市川塩浜
100%取得

実績 3,239円
(7か月決算) 試算 2,723円

(6か月決算) 予想 2,806円

実績 40.0％ 予想 42.5%

13物件
1,266億円

13物件
1,332億円

高稼働率の維持高稼働率の維持

再契約交渉を約1年前から開始再契約交渉を約1年前から開始

運用報酬上限料率の変更運用報酬上限料率の変更

格付AA− （JCR）

グリーンローン調達/50億円借換え

新規49.8億円調達/新規1行増加

新規52億円(グリーンローン)調達

１口当たり分配金
（利益超過分配含む）

外部成長

内部成長

財務運営

ESG※3

着実な分配金成長

テナント粘着性と
NOI改善の追求

中長期の安定運用に適う
ポートフォリオの構築

長期運用に耐えうる
堅実な財務運営

サステナビリティの推進

照明LED化/太陽光屋根貸し推進、照明LED化/太陽光屋根貸し推進、

格付機関との

環境目標に対するKPIを設定環境目標に対するKPIを設定

COCO22フリー電力を導入した物件取得フリー電力を導入した物件取得

グリーンローン調達グリーンローン調達

役員持投資口会設立

分配方針の見直し実施（第7期配当分から）分配方針の見直し実施（第7期配当分から）

FTSE EPRA Nareit Indexへの組入／

CRE戦略CRE戦略※1※1の実行（第三者物件・底地物件等）/スポンサーによるの実行（第三者物件・底地物件等）/スポンサーによる

GRESB等の外部評価向上注力GRESB等の外部評価向上注力

TCFD対応TCFD対応

グリーンローン/グリーンローン/

非化石証書購入による非化石証書購入による

健康経営取組推進、コミュニケーション健康経営取組推進、コミュニケーション

※1 「CRE」とは、Corporate Real Estateの略で、「企業不動産」をいいます。企業経営において経営戦略の一環として企業不動産を
運用することを「CRE戦略」といいます。

（総資産）
LTV※2

6

戦略ロードマップ
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用を目指す

/契約期間長期化・賃料アップを目指す

2024年8月期（第12期）以降

今　後

2024年2月期（第11期）

予想 2,820円

予想 42.5%

金融マーケットを注視し、
機動的な資金調達を実行

築年経過物件の再開発の検討築年経過物件の再開発の検討

運用報酬上限料率の変更運用報酬上限料率の変更

外部・内部成長等実行により、外部・内部成長等実行により、
環境に応じた成長を目指す環境に応じた成長を目指す

DPUDPU
4～5%程度の4～5%程度の
成長を目指す成長を目指す

MSCIなど主要インデックス入りを意識MSCIなど主要インデックス入りを意識
借入による物件取得も検討借入による物件取得も検討

金融環境を見据え金融環境を見据え
足元のLTVを維持方針足元のLTVを維持方針
当面は上限45%意識当面は上限45%意識

LTVをコントロールし、
外部成長と内部成長による

継続的な
EPU（DPU）成長に注力

当面目標2,000億円
流動性向上意識

（着実なる成長）

賃料アップ、NOI改善及び
経費削減にも継続的に注力

中長期的上限目線
50%

キャッシュマネジメントの徹底

ESG格付等の
外部評価を参考に

継続的なレベルアップに注力

コミットメントライン導入の検討

テナント満足度向上、保険等のコスト削減テナント満足度向上、保険等のコスト削減

レンダーフォーメーション強化レンダーフォーメーション強化

継続的対話実施による格付向上に注力

監督役員の増員

FFO70%FFO70% 減価償却30%目途に利益超過分配減価償却30%目途に利益超過分配

英文監査（アニュアルレポート）の継続開示英文監査（アニュアルレポート）の継続開示

ウェアハウジング機能や外部ブリッジスキームの活用/M&Aも検討ウェアハウジング機能や外部ブリッジスキームの活用/M&Aも検討

（CASBEE/BELS未取得物件の追加評価取得）（CASBEE/BELS未取得物件の追加評価取得）

の推進（定量分析）の推進（定量分析）

グリーンボンド等への取組増進グリーンボンド等への取組増進

グリーン電力化、空調デマンドコントロール装置の設置推進グリーン電力化、空調デマンドコントロール装置の設置推進

イベント開催、各種人事制度充実・利用促進イベント開催、各種人事制度充実・利用促進

※2 「LTV」とは、総資産に対する有利子負債の比率をいいます。
※3 「ESG」とは、長期的成長に重要な環境・社会・ガバナンスの3つの観点をいいます。

7
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8

長期安定的なキャッシュフローを見込めるテナント（長期契約）・立地中心を意識
したポートフォリオ構築を推進

優先交渉権取得/取得予定の7物件・延床面積 約212,284㎡のうち、4物件が竣工済み、
6物件がリーシング完了済みであり、パイプライン積み上げを着実に進める

IMP加須

IMP桑名 T&Bメンテナンスセンター松江IMP吉川美南

IMP厚木2 IMP春日井

優良物件を厳選し、ポートフォリオ・クオリティの向上を目指す

形態
優先

交渉権
優先

交渉権
優先

交渉権
優先

交渉権
優先

交渉権 —
優先

交渉権

物件名 IMP厚木2 IMP加須 IMP春日井 IMP桑名 IMP吉川美南 案件A T&Bメンテナンス
センター松江

エリア 関東 関東 中部 中部 関東 関東 その他

タイプ マルチ
(1棟貸し)

マルチ
(1棟貸し)

マルチ
(1棟貸し) BTS マルチ

(1棟貸し) 未定 工場

稼働/契約状況 稼働中
100%

稼働中
100%

稼働中
100%

契約済
(100%)

契約済
(100%) リーシング前 稼働中

100%

延床面積 15,572㎡ 11,173㎡ 15,402㎡ 約93,604㎡ 約17,918㎡ 約52,000㎡ 6,615㎡

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

第9期
(2023年２月期)

竣工済
2022年7月

竣工済
2022年9月

竣工済
2023年2月 2023年6月

竣工予定
2023年9月
竣工予定

竣工済
1993年

第10期
(2023年8月期)

第11期
(2024年２月期)

第12期
(2024年8月期)

2025年
竣工予定

8

外部成長戦略
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9

収益拡大策の確実な実行

契約更改状況と稼働率推移（倉庫床） 電気代高騰の影響

テナントリレーションに基づく契約期間長期化・
賃料増額を実現
●当期契約満了の全区画において、空室期間なしで

再契約及び新規契約締結
●2024年2月期契約満了予定の再契約状況

▼ IMP守谷の2テナント企業様と再契約締結済。契
約期間の長期化、賃料UPを実現

▼ IMP柏のテナント企業様と再契約に向けて最終
交渉中

●IMP野田の空き事務所区画の契約締結。2023年
5月より稼働率100%となる予定

運用会社ノウハウを活用した運用コスト効率化
●各施設へのデマンドコントロールシステムを設置推

進し使用電力を制御。CO2削減にも貢献
●IMP市川塩浜にて取得後の管理費用を見直し年

間7百万円のコスト効率化を実現

「御用聞き事例」
IMP野田にて伊藤忠グループ会社の事業拡大
●IMP野田に入居の伊藤忠グループである株式会社エド

ウインと篠崎運輸株式会社のグループ会社が事業提
携。賃貸人として「御用聞き」を展開し、テナント企業様
の事業拡大をサポート。テナント満足度向上を図る

新たな収益創出
●IMP印西2にて新たに太陽光屋根貸しを開始

賃貸借契約期間の満了時期（年間賃料ベース）

伊藤忠商事のリーシング力に基づく長期安定的なキャッシュフローの確保

（1.6）
（1.6）
（4.9）
8.0

0.9

14.0
9.7

2.7 3.2

42.5

0.8
4.3 5.0 2.1

6.8

再契約締結済

当期満了分は再契約済

再契約締結済
再契約交渉中（％）

60.0

50.0

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0
2月期 8月期 2月期 8月期 2月期 8月期 2月期 8月期 2月期 8月期 2月期 8月期 2月期 8月期 2月期 8月期 2月期 8月期 2月期 8月期 2月期 8月期 2月期 8月期 2月期 8月期

■契約期間満了期

2023年 2024年 2025年 2026年 2027年 2028年 2029年 2030年 2031年 2032年 2033年 2034年 2035年

（2023年5月22日時点予想）

上場来、空室期間なしで再契約・リテナントを達成

（㎡） （％）
50,000

40,000

30,000

20,000

10,000

0

100

80

60

40

20

0
1月期 7月期
2019年

1月期 7月期
2020年

1月期 7月期
2021年

1月期 7月期
2022年

2月期 8月期
2023年

2月期
2024年

左軸

右軸

リテナント
再契約
交渉中
稼働率

100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100

本投資法人が受ける電気使用量の影響は、
マルチ物件の共用部のみであり、ポートフォリ
オ全体の電気使用量の2%と限定的。
※2021年度の通年保有物件における使用電力
量ベース

マルチ物件 シングルテナント物件
テナント
専有部
（11%）

テナント
専有部
（87%）

共用部（2%）
電気使用量100%

9

内部成長戦略
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有利子負債の状況

有利子負債の状況

返済期限の分散状況（全て無担保・無保証）

当面の間
リファイナンスがないため、
政策・金融環境の

変動によるリスクは限定的

（百万円）
12,000

10,000

8,000

6,000

4,000

2,000

0
2月期
（第9期）

2月期
（第11期）

8月期
（第12期）

8月期
（第10期）

170

2月期
（第13期）

8月期
（第14期）

2月期
（第15期）

2月期
（第17期）

8月期
（第16期）

2月期
（第19期）

8月期
（第18期）

8月期
（第20期）

2月期
（第21期）

8月期
（第22期）

2029年

■既存借入れ　■投資法人債　■新規借入れ　■グリーンファイナンス

2月期
（第23期）

8月期
（第24期）

2030年

2月期
（第25期）

8月期
（第26期）

2031年

2月期
（第27期）

8月期
（第28期）

2032年2028年2027年2026年2025年2024年2023年

10,57010,570

1,5001,500

5,0005,000

2,5002,500

5,5005,500
5,0205,020 5,0005,000

4,0004,000 3,6803,680

2,6502,650
3,5003,500

5,0005,000

2,0002,000

3,0003,000

グリーン
ボンド

グリーン
ローン

（2023年4月3日時点）

（2023年4月3日時点）

（2023年4月3日時点）

有利子負債残高 平均残存年数長期借入比率固定金利比

57,590百万円 4.5年100%
※消費税ローン返済後

95.6%

残高

576億円

■三井住友銀行	 23.8%
■三井住友信託銀行	 18.2%
■みずほ銀行	 16.2%
■三菱UFJ銀行	 14.3%
■みずほ信託銀行	 5.6%
■日本政策投資銀行	 3.4%
■農林中央金庫	 3.4%
■福岡銀行	 3.3%
■新生銀行	 3.0%
■日本生命	 1.7%
■りそな銀行	 1.1%
■投資法人債	 6.1%

新規

10

財務戦略
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強固なスポンサーサポート

築浅・好立地のポートフォリオ

優良テナントとの長期契約（安定分配金の源泉）

厳選投資、テナント粘着性、スポンサーサポートに裏付けられた
長期安定的ポートフォリオを更に強化

（2023年4月3日時点）

不動産
物流

好立地

長期
契約

商社
商流

築浅
物件

優良
テナント

※各比率は小数第2位を四捨五入して記載しています。
（注1）３PLとは、Third Party Logisticsの略で、外部の専門業者である第三者が、荷主に対して商品の受発注・在庫管理から情報化

までの包括的な物流改革を提案し、一括して物流業務を受託する物流形態のことをいいます。
（注2）大手3PLとは、3PL事業者のうち、当該事業者を含むグループ連結売上高が1,000億円を超える3PL事業者をいいます。

スポンサー開発物件
（取得価格ベース）

投資エリア
（取得価格ベース）

賃貸借残存期間
（年間賃料ベース）

伊藤忠グループ及びグループ顧客テナント
（年間賃料ベース）

築年数
（取得価格ベース）

テナント企業の業種
（年間賃料ベース）

スポンサー開発スポンサー開発
99.99.44％％

国道16号周辺国道16号周辺
66.66.99％％

EコマースEコマース
40.40.00％％

伊藤忠グループ伊藤忠グループ
顧客顧客
54.54.88％％

その他開発その他開発
0.0.66％％

伊藤忠グループ伊藤忠グループ
5.5.33％％

外環道周辺外環道周辺
29.129.1％％

5年以上5年以上
7年未満7年未満
31.131.1％％

7年以上7年以上
8.8.99％％

1年未満1年未満
8.8.00％％

うち大手3PLうち大手3PL（注2）（注2）

33.33.55%%

その他その他
39.39.88％％

圏央道周辺 圏央道周辺 4.4.00％％

1年以上1年以上
3年未満3年未満
22.22.00％％

3PL3PL（注1）（注1）

53.53.66％％

3年以上5年未満3年以上5年未満
30.30.00％％

小売 小売 4.4.88％％ メーカー物流 メーカー物流 1.1.66％％

7年超 7年超 18.18.66％％

5年超7年以内5年超7年以内
  29.29.88％％

99.3%
（第8期末）

99.4%

国道16号周辺国道16号周辺
及び 外環道周辺及び 外環道周辺

95.2%
（第8期末）

96.0%

Eコマース＋Eコマース＋
大手３PL比率大手３PL比率

77.6%
（第8期末）

73.6%

69.9%
（第8期末）

60.2%

平均築年数平均築年数
5.1年

（第8期末）

5.4年

平均期間平均期間
4.7年

（第8期末）

4.7年

3年超5年以内3年超5年以内
51.51.66％％
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資産運用の概況
1 投資法人の運用状況等の推移

期 別 単位
第5期 第6期 第7期 第8期 第9期

自 2020年8月 1日
至 2021年1月31日

自 2021年2月 1日
至 2021年7月31日

自 2021年8月 1日
至 2022年1月31日

自 2022年2月 1日
至 2022年7月31日

自 2022年8月 1日
至 2023年2月28日

営業収益 百万円 2,606 3,059 3,178 3,182 4,027
（うち不動産賃貸事業収益） a 百万円 (2,606) (3,059) (3,178) (3,182) (4,027)
営業費用 百万円 1,282 1,570 1,627 1,657 1,982
（うち不動産賃貸事業費用） b 百万円 (935) (1,146) (1,170) (1,203) (1,468)
営業利益 百万円 1,323 1,489 1,550 1,525 2,044
経常利益 c 百万円 1,185 1,353 1,414 1,390 1,807
当期純利益 d 百万円 1,184 1,352 1,413 1,389 1,806
総資産額 e 百万円 103,188 115,747 115,642 115,043 130,842
(対前期比) ％ 16.0 12.2 △0.1 △0.5 13.7
有利子負債額 f 百万円 35,370 47,723 47,290 47,280 52,390
純資産額 g 百万円 65,413 65,255 65,173 64,910 75,098
(対前期比) ％ 28.9 △0.2 △0.1 △0.4 15.7
出資総額(純額) h (注3) 百万円 64,228 63,902 63,759 63,520 73,299
分配金総額 i 百万円 1,510 1,495 1,653 1,629 2,184
配当性向 (注4) ％ 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
発行済投資口の総口数 j 口 600,127 600,127 600,127 600,127 674,400
1口当たり純資産額 g/j 円 108,999 108,736 108,600 108,161 111,356
1口当たり当期純利益 （注5） 円 2,232 2,254 2,355 2,315 2,794
1口当たり分配金 i/j 円 2,517 2,492 2,755 2,715 3,239
うち1口当たり利益分配金 円 1,974 2,254 2,356 2,316 2,679
うち1口当たり利益超過分配金 円 543 238 399 399 560
1口当たりFFO (d+k)/j 円 3,143 3,558 3,687 3,647 4,125
総資産経常利益率 （注6） ％ 1.2 1.2 1.2 1.2 1.5
年換算値 ％ 2.4 2.5 2.4 2.4 2.5
自己資本比率 g/e ％ 63.4 56.4 56.4 56.4 57.4
(対前期増減) ％ 6.4 △7.0 △0.0 0.1 1.0
自己資本利益率 （注7） ％ 2.0 2.1 2.2 2.1 2.6
年換算値 ％ 4.0 4.2 4.3 4.3 4.4
総資産有利子負債比率(LTV) f/e ％ 34.3 41.2 40.9 41.1 40.0
賃貸NOI （注8） 百万円 2,372 2,696 2,806 2,777 3,534
減価償却費 k （注9） 百万円 701 782 799 799 975
期末投資口価格 l 円 129,900 160,100 156,400 153,500 136,400
【その他参考情報】
当期運用日数 日 184 181 184 181 212
期末投資物件数 件 10 12 12 12 13
期末稼働率 （注10） ％ 99.9 99.9 99.9 99.9 99.9
資本的支出額 百万円 － 23 1 9 90
(注1) アドバンス・ロジスティクス投資法人（以下「本投資法人」といいます。）は、2022年4月27日開催の第4回投資主総会の決議により、本投資法人の決算期を毎年

3月1日から8月末日まで及び9月1日から翌年2月末日までに変更しています。これに伴い、第9期の営業期間は2022年8月1日から2023年2月28日までの7か月決
算となっています。

(注2) 営業収益等には、消費税等は含まれていません。また、金額については、記載未満の桁数を切り捨てて記載し、各種比率等については、小数第2位を四捨五入して
記載しています。以下、特に記載ない限り同様です。

(注3) 出資総額から出資総額控除額を差し引いた金額を記載しています。なお、一時差異等調整引当額に係る利益超過分配の実施に伴う出資総額の変動も考慮して算出し
た金額を記載しています。

(注4) 配当性向＝1口当たり分配金（利益超過分配金は含まない）÷1口当たり当期純利益×100
なお、第5期及び第9期の配当性向については、期中に公募増資を行ったことにより、期中の投資口数に変動が生じているため、次の算式により計算しています。
分配金総額（利益超過分配金は含まない）÷当期純利益×100

(注5) 1口当たり当期純利益は、当期純利益を期間の日数による加重平均投資口数で除することにより算出しています。
(注6) 総資産経常利益率＝経常利益／｛（期首総資産額＋期末総資産額）÷2｝×100
(注7) 自己資本利益率＝当期純利益／｛（期首純資産額＋期末純資産額）÷2｝×100
(注8) 賃貸NOI＝不動産賃貸事業収益－不動産賃貸事業費用＋賃貸事業費用に含まれる減価償却費
(注9) 減価償却費は、賃貸事業費用に関する減価償却費を記載しています。
(注10) 期末稼働率は、各期末日現在における各保有資産に係る賃貸可能面積(注11)の合計に対する賃貸面積(注12)の合計が占める割合を、小数第2位を四捨五入して記載

しています。ただし、四捨五入した結果が100.0％となる場合においては、小数第2位を切り捨てて99.9％と記載しています。
(注11) 「賃貸可能面積」は、各期末日現在における各不動産又は各信託不動産について締結され賃貸を開始している、各賃貸借契約（屋根及び駐車場に係る賃貸借契約は

除きます。また、パス・スルー型マスターリース契約（エンドテナントからの賃料等を原則としてそのまま受け取る方式でのマスターリース契約をいい、現実に転
貸借がなされた場合にのみ、賃料を収受することができます。）が締結されている場合には、エンドテナントとの賃貸借契約とします。以下同じです。）に表示され
た賃貸面積及び建物図面等に基づき賃貸が可能と考えられる空室部分の面積の合計をいいます。なお、各不動産又は各信託不動産に係る賃貸借契約においては、延
床面積に含まれない部分が賃貸面積に含まれて表示されている場合があるため、賃貸（可能）面積が延床面積を上回る場合があります。特に、物流不動産において
庇部分が賃貸（可能）面積に含まれる場合、賃貸（可能）面積が延床面積を大幅に上回る場合があります。

(注12) 「賃貸面積」は、各期末日現在における各不動産又は各信託不動産について締結され賃貸を開始している各賃貸借契約に表示された賃貸面積の合計をいいます。
(注13) 稼働率の計算において、各期末において準共有持分を保有する物件に係る賃貸可能面積及び賃貸面積は、本投資法人が当該期の期末現在において保有している当該

物件の準共有持分割合に相当する数値を用いています。
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2 当期の資産の運用の経過
（1）投資法人の主な推移

本投資法人は、投資信託及び投資法人に関する法律（昭和26年法律第198号。その後の改正
を含みます。）（以下「投信法」といいます。）に基づき、2018年5月1日に設立され、2018年9
月7日に株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」といいます。）不動産投資信託証券
市場（J-REIT市場）に上場しました（銘柄コード3493）。本投資法人は、2022年6月1日を効力
発生日として行われた、本投資法人の資産運用会社であった旧伊藤忠リート・マネジメント株式
会社（以下「旧IRM」といいます。）と、アドバンス・レジデンス投資法人（以下「ADR」とい
います。）の資産運用会社であったＡＤインベストメント・マネジメント株式会社（以下
「ADIM」といいます。）との合併に伴い、伊藤忠グループ（注1）の不動産投資法人のブランド
戦略の一環として、アドバンス・ロジスティクス投資法人への商号変更を行いました。
本投資法人は、物流不動産（主として物流施設の用に供され、又は供されることが可能なも

のをいいます。以下同じです。）を主な投資対象とする上場投資法人として、物流との親和性の
高い衣料品や食品等の生活消費関連（注2）ビジネスに強みを持つ大手総合商社である伊藤忠商
事株式会社（以下「伊藤忠商事」といいます。）をスポンサー（注3）としており、伊藤忠グル
ープとの「拡張的協働関係」（注4）の構築を通じて、物流不動産をはじめとした物流インフラ
を発展させることで豊かな社会づくりに寄与するとともに、本投資法人の投資主価値の最大化及
びJ-REIT市場の健全な発展に貢献することを目指します。
当期（2023年2月期）においては、2022年10月19日付でアイミッションズパーク市川塩浜

（準共有分持分70%）を取得しました。
当期（2023年2月期）末時点における本投資法人の保有資産は13物件、取得価格（注5）合

計126,682百万円となっています。
（注1）「伊藤忠グループ」とは、伊藤忠商事並びにその連結子会社及び持分法適用関連会社により構成される企業集団をいいます。以下同じです。
（注2）伊藤忠商事では、繊維、食料、住生活、情報・金融、第8の各カンパニーを「生活消費関連」と定義しています。以下同じです。なお、第8カンパニ

ーとは、生活消費分野に強みを持つ伊藤忠商事の様々なビジネス基盤を最大限活用し、「マーケットインの発想」による新たなビジネス・客先の開拓
を行うことを目指し、2019年7月に創設されたディビジョンカンパニーです。

（注3）「スポンサー」とは、本投資法人及び伊藤忠リート・マネジメント株式会社（以下「本資産運用会社」といいます。）との間でスポンサーサポート契約
を締結している者をいい、2023年2月末日現在、伊藤忠商事及び伊藤忠都市開発株式会社（以下、「伊藤忠都市開発」といいます）をいいます。

（注4）伊藤忠グループが有するプラットフォーム（「不動産・物流プラットフォーム」及び「商社・商流プラットフォーム」）を活用することで、本投資法人
が安定的に成長するとともに、伊藤忠グループも本投資法人の資産運用を通じ自身が有するプラットフォームを強化することができます。このよう
な本投資法人と伊藤忠グループとの好循環の協働関係を「拡張的協働関係」といいます。

（注5）「取得価格」は、本投資法人の保有資産に係る各売買契約に記載された各保有資産の売買代金を記載しています。なお、売買代金には、消費税及び地
方消費税並びに取得に要する諸費用は含みません。以下同じです。

（2）投資環境と運用実績
当期（2023年2月期）において、以下の施策を実施しました。

①内部成長
2023年9月契約満了予定のアイミッションズパーク守谷の2テナントと再契約締結。契約

期間長期化、賃料増加を実現。
アイミッションズパーク印西2にて新たに太陽光屋根貸しを開始。収益増加の実現。
アイミッションズパーク市川塩浜にて、管理費用を見直し年間約7百万円のコスト削減の実

現。（物件全体。持分100％換算の金額）

②外部成長
2022年10月に第3回公募増資を実施し、同年10月にアイミッションズパーク市川塩浜（準
共有持分70％）を取得。残りの準共有持分30％については2023年4月に取得。
資産運用会社独自ルートにて、2023年1月に匿名組合出資の実施を行い、物件の新規優先交

渉権を獲得。

③財務戦略
2022年10月のアイミッションズパーク市川塩浜取得に伴い新規行である、株式会社りそな

銀行との取引を開始。
将来のリスクヘッジのため、2023年2月（49.8億円）に金利固定化の実施。
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④ESG(Environment(環境)/Social(社会)/Governance(ガバナンス))
2022年度GRESBリアルエステイト評価において、5スター（最高位）獲得、グローバル・セ

クターリーダー及びアジア・セクターリーダーに選出

2022年8月のリファイナンス（50億円）をグリーンローンにて実施。

（3）資金調達の概要
当期においては、2022年8月31日付で5,000百万円（グリーンローン）のリファイナンスを

行いました。また、2022年10月の第3回公募増資による物件取得（アイミッションズパーク市
川塩浜）に伴い、2022年10月19日付で総額5,600百万円の借入れを行いました。（その内OA
ローンである450百万円は2022年11月30日に期限前弁済を実施）その結果、当期末時点の有
利子負債残高は52,390百万円、当期末時点における総資産のうち有利子負債の占める割合（以
下「LTV」（注1）といいます。）は40.0％となりました。なお、当期末時点において本投資法人
が取得している格付（注2）は以下のとおりです。

信用格付業者 格付対象 格付 格付の見通し
株式会社日本格付研究所

（JCR） 長期発行体格付 AA－ 安定的

（注1）「LTV」は、以下の計算式により求めて記載しています。以下同じです。
LTV＝有利子負債総額÷総資産額×100

（注2）かかる格付は、本投資法人に対する格付であり、本投資法人の投資口（以下「本投資口」といいます。）
に対する格付ではありません。また、本投資口について、本投資法人の依頼により、信用格付業者から提
供され若しくは閲覧に供された信用格付、又は信用格付業者から提供され若しくは閲覧に供される予定の
信用格付はありません。

（4）業績及び分配の概要
上記運用の結果、当期の業績は営業収益4,027百万円、営業利益2,044百万円、経常利益

1,807百万円、当期純利益1,806百万円となりました。
当期の利益分配金については、本投資法人の規約に定める分配の方針（注）に従い、投資法

人の税制の特例（租税特別措置法（昭和32年法律第26号。その後の改正を含みます。以下「租
税特別措置法」といいます。）第67条の15）を適用し、当期未処分利益のうち発行済投資口の
総口数674,400口の整数倍である1,806,717,600円を分配することとし、投資口１口当たりの
利益分配金は2,679円としました。
これに加え、本投資法人は、原則として毎期継続的に減価償却費の30%を目途に利益超過分

配を実施する方針としておりますが、当期に関しては2022年10月の第3回公募増資、物件取得
があったため、減価償却費の約38.7%である377百万円を分配することとし、投資口１口当た
りの利益超過分配金は1円未満切り捨ての金額である560円としました。

（注）本投資法人は、長期的な保有資産の維持管理及び財務の安定性を確保する観点から、資本的支出等に係る過去の実績及
びエンジニアリング・レポート等に基づく将来の見通しも勘案し当該営業期間の減価償却費の30％を目途に決定した
金額の利益超過分配（以下「継続的な利益超過分配」といいます。）を、利益分配に加えて継続的に行う方針です。本
投資法人は、現在の経済環境や不動産市況等及び本投資法人のLTV水準、信用格付、財務状況等を勘案し、剰余資金の
効率的運用の観点から、かかる利益を超えた金銭の分配について、長期的な保有資産の維持管理及び財務の安定性が確
保される範囲内であると判断し、実施することを決定しました。なお、当期の利益超過分配金は、その支払時に出資総
額（総額）から控除されることになります。

3 増資等の状況
最近5年間における発行済投資口の総口数及び出資総額(純額)の増減は以下のとおりです。

年 月 日 摘 要
発行済投資口の総口数（口） 出資総額(純額)（百万円）

(注1) 備 考
増減口数 残 高 増減額 残 高

2018年5月1日 私募設立 1,000 1,000 100 100 （注2）
2018年9月6日 公募増資 356,143 357,143 35,398 35,498 （注3）

2019年4月15日 利益を超える金銭の分
配(出資の払戻し) － 357,143 △97 35,401 (注4)
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年 月 日 摘 要
発行済投資口の総口数（口） 出資総額(純額)（百万円）

(注1) 備 考
増減口数 残 高 増減額 残 高

2019年10月23日 利益を超える金銭の分
配(出資の払戻し) － 357,143 △93 35,308 (注5)

2020年2月3日 公募増資 123,357 480,500 13,852 49,160 (注6)
2020年2月19日 第三者割当による増資 5,500 486,000 617 49,777 (注7)

2020年4月13日 利益を超える金銭の分
配(出資の払戻し) － 486,000 △96 49,681 (注8)

2020年10月23日 利益を超える金銭の分
配(出資の払戻し) － 486,000 △132 49,549 (注9)

2020年11月20日 公募増資 111,000 597,000 14,276 63,826 (注10)
2020年12月22日 第三者割当による増資 3,127 600,127 402 64,228 (注11)

2021年4月23日 利益を超える金銭の分
配(出資の払戻し) － 600,127 △325 63,902 (注12)

2021年10月22日 利益を超える金銭の分
配(出資の払戻し) － 600,127 △142 63,759 (注13)

2022年4月12日 利益を超える金銭の分
配(出資の払戻し) － 600,127 △239 63,520 (注14)

2022年10月17日 利益を超える金銭の分
配(出資の払戻し) － 600,127 △239 63,280 (注15)

2022年10月18日 公募増資 70,773 670,900 9,546 72,827 (注16)
2022年11月16日 第三者割当による増資 3,500 674,400 472 73,299 (注17)
(注1) 出資総額から出資総額控除額を差し引いた金額を記載しています。なお、一時差異等調整引当額に係る利益超過分配の

実施に伴う出資総額の変動も考慮して算出した金額を記載しています。
(注2) 1口当たり発行価格100,000円にて、伊藤忠商事株式会社（1,000口）の出資により、本投資法人が設立されました。
(注3) 1口当たり発行価格103,000円（発行価額99,395円）にて、新規物件の取得資金の調達等を目的として、公募新投資口

を発行しました。
(注4) 2019年3月14日開催の本投資法人役員会において、第1期（2019年1月期）に係る金銭の分配として、１口当たり273

円の利益を超える金銭の分配（税法上の出資等減少分配に該当する出資の払戻し）を行うことを決議し、2019年4月15
日よりその支払を開始しました。

(注5) 2019年9月13日開催の本投資法人役員会において、第2期（2019年7月期）に係る金銭の分配として、１口当たり261
円の利益を超える金銭の分配（税法上の出資等減少分配に該当する出資の払戻し）を行うことを決議し、2019年10月
23日よりその支払を開始しました。

(注6) 1口当たり発行価格116,350円（発行価額112,292円）にて、新規物件の取得資金の調達等を目的として、公募新投資
口を発行しました。

(注7) 1口当たり発行価格112,292円にて、将来の新規物件の取得資金の調達等を目的として、SMBC日興証券株式会社を割
当先とする第三者割当により新投資口を発行しました。

(注8) 2020年3月16日開催の本投資法人役員会において、第3期（2020年1月期）に係る金銭の分配として、１口当たり269
円の利益を超える金銭の分配を行うことを決議し、2020年4月13日よりその支払を開始しました。

(注9) 2020年9月14日開催の本投資法人役員会において、第4期（2020年7月期）に係る金銭の分配として、1口当たり287
円の利益を超える金銭の分配を行うことを決議し、2020年10月23日よりその支払を開始しました。

(注10) 1口当たり発行価格133,344円（発行価額128,621円）にて、新規物件の取得資金の調達等を目的として、公募新投資
口を発行しました。

(注11) 1口当たり発行価格128,621円にて、新規物件の取得資金の調達等を目的として、SMBC日興証券株式会社を割当先と
する第三者割当により新投資口を発行しました。

(注12) 2021年3月17日開催の本投資法人役員会において、第5期（2021年1月期）に係る金銭の分配として、１口当たり
543円の利益を超える金銭の分配を行うことを決議し、2021年4月23日よりその支払を開始しました。

(注13) 2021年9月15日開催の本投資法人役員会において、第6期（2021年7月期）に係る金銭の分配として、１口当たり
238円の利益を超える金銭の分配を行うことを決議し、2021年10月22日よりその支払を開始しました。

(注14) 2022年3月17日開催の本投資法人役員会において、第7期（2022年1月期）に係る金銭の分配として、1口当たり
399円の利益を超える金銭の分配を行うことを決議し、2022年4月12日よりその支払を開始しました。

(注15) 2022年9月14日開催の本投資法人役員会において、第8期（2022年7月期）に係る金銭の分配として、1口当たり
399円の利益を超える金銭の分配を行うことを決議し、2022年10月17日よりその支払を開始しました。

(注16) 1口当たり発行価格139,620円（発行価額134,894円）にて、新規物件の取得資金の調達等を目的として、公募新投資
口を発行しました。

(注17) 1口当たり発行価格134,894円にて、新規物件の取得資金の調達等を目的として、大和証券株式会社を割当先とする第
三者割当により新投資口を発行しました。

(注18) 金額は百万円未満を切り捨てて記載しています。

［投資証券の取引所価格の推移］
投資証券が上場する東京証券取引所不動産投資信託証券市場における期別の最高・最低価格（終値）
は以下のとおりです。

期 第5期 第6期 第7期 第8期 第9期
決算年月 2021年1月期 2021年7月期 2022年1月期 2022年7月期 2023年2月期
最 高 168,200円 165,200円 183,300円 163,900円 160,200円
最 低 125,600円 126,000円 152,200円 142,900円 135,100円
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4 分配金等の実績
当期の分配金は、税制の特例（租税特別措置法第67条の15）の適用により、利益分配金の最大額

が損金算入されることを企図して、投資口1口当たりの分配金が1円未満となる端数部分を除く当期未
処分利益の全額を分配することとしています。

第5期
自2020年8月 1日
至2021年1月31日

第6期
自2021年2月 1日
至2021年7月31日

第7期
自2021年8月 1日
至2022年1月31日

第8期
自2022年2月 1日
至2022年7月31日

第9期
自2022年8月 1日
至2023年2月28日

当期未処分利益総額 1,184,930千円 1,353,156千円 1,414,130千円 1,390,075千円 1,806,939千円

利益留保額 279千円 470千円 231千円 180千円 222千円
金銭の分配金総額 1,510,519千円 1,495,516千円 1,653,349千円 1,629,344千円 2,184,381千円
（1口当たり分配金） （2,517円） （2,492円） （2,755円） （2,715円） (3,239円）
うち利益分配金総額 1,184,650千円 1,352,686千円 1,413,899千円 1,389,894千円 1,806,717千円
（1口当たり利益分配金） （1,974円） （2,254円） （2,356円） （2,316円） (2,679円）
うち出資払戻総額 325,868千円 142,830千円 239,450千円 239,450千円 377,664千円
（1口当たり出資払戻額） （543円） （238円） （399円） （399円） (560円）
出資払戻総額のうち
一時差異等調整引当額
からの分配金総額

（－千円） （－千円） （－千円） （－千円） （－千円）

（1口当たり出資払戻額の
うち1口当たり一時差異等
調整引当額分配金）

（－円） （－円） （－円） （－円） （－円）

出資払戻総額のうち
税法上の出資等減少分配
からの分配金総額

325,868千円 142,830千円 239,450千円 239,450千円 377,664千円

（1口当たり出資払戻額の
うち税法上の出資等
減少分配からの分配金）

（543円） （238円） （399円） （399円） (560円）

（注）本投資法人の分配方針及び当期の分配に係る概要については前記「2 当期の資産の運用の経過（4）業績及び分配の概
要」をご参照ください。

5 今後の運用方針及び対処すべき課題
本投資法人は、生活消費関連ビジネスに強みを持つ大手総合商社である伊藤忠商事を中心と

する伊藤忠グループとの「拡張的協働関係」を活用した以下の戦略を着実に実行することによっ
て、1口当たり当期純利益の着実な成長を目指します。

a) 外部成長戦略
本投資法人は、伊藤忠商事及び伊藤忠都市開発との間でそれぞれ締結したスポンサーサポー

ト契約に基づく優先交渉権を活用し、伊藤忠グループが取得・開発した優良物流不動産への重点
投資を行います。
本投資法人は、伊藤忠グループが有する以下の二つのビジネスプラットフォームを積極的に

活用し、優良な物流不動産に投資していくことで持続的な成長を図ります。
また、上記に加えて、第三者からの物件取得を資産運用会社のネットワーク

を通じて、積極的に行います。
i. 不動産・物流プラットフォーム（注1）の活用
本投資法人のスポンサーである伊藤忠商事は、住生活カンパニー（注2）において物流事業

を手掛けるとともに、賃貸型物流不動産開発事業の黎明期である2004年より物流不動産開発
事業を本格的に展開しており、物流事業者（注3）としての顔と老舗デベロッパーとしての顔
を有しています。こうした経験から培われたテナント目線での知見が、高い汎用性を有しかつ
長期契約につながる使い勝手の良い施設づくりに活かされています。本投資法人のもう一社の
スポンサーである専業デベロッパーの伊藤忠都市開発も2017年4月より物流不動産開発の専門
部署を立ち上げ、積極的な物流不動産開発に着手し、2019年10月には用地取得専門チームを
設置することでソーシング力の更なる強化を図りました。本投資法人は、これらスポンサー2
社を両輪に、安定的な外部成長を目指します。
（注1）「不動産・物流プラットフォーム」とは、伊藤忠商事住生活カンパニーにおいて構築されている不動産の用地

仕入、施設開発、リーシング、物流オペレーション（注4）及び運用・管理を統合的に所管する組織体制を
いいます。以下同じです。
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（注2）伊藤忠グループでは、8つのディビジョンカンパニーが事業活動を展開していますが、そのうち「住生活カン
パニー」は、紙パルプ、天然ゴム・タイヤ、並びに3PL（注5）、国際輸送等の物流事業を取り扱う「生活資
材・物流部門」と、木材・住宅資材等を取り扱う「建設・不動産部門」の2部門から構成されています。以
下同じです。

（注3）「物流事業者」とは、物流オペレーションを行う各事業者のことをいいます。以下同じです。
（注4）「物流オペレーション」とは、サプライヤー・メーカー・小売事業者・消費者間の流通、流通過程における商

品の保管等を含む物流事業における業務運営をいいます。以下同じです。
（注5）「3PL」とは、3rd Party Logisticsの略称であり、企業の物流全般を一括受注し、運営するアウトソーシング

業務のことをいい、3PLの活用によって、自身が直接物流業務を手がけない企業（顧客企業）が、調達から
在庫保管、配送までの業務を外部の物流事業者を使って、顧客企業にとって最適な体制を計画し、運営する
ことが可能となります。

ii.商社・商流プラットフォーム（注1）の活用
生活消費関連ビジネスに強みをもつ伊藤忠グループは、物流と親和性の高い商流（注2）領

域を中心に約10万社（注3）に及ぶ顧客ネットワークを有しており、顧客本来のビジネスに深
く入り込んだ顧客リレーションを活用することで、優良なテナント企業の開拓・獲得や開発用
地の確保(CRE（注4）戦略)を進めることが可能です。
（注1）「商社・商流プラットフォーム」とは、生活消費関連ビジネスに強みを持つ大手総合商社である伊藤忠商事が

携わる様々な分野のビジネスで関わる約10万社に及ぶ豊富な取引顧客網及び各顧客と経営レベルで構築した
取引関係をいいます。以下同じです。

（注2）「商流」とは、サプライヤー、メーカー、小売事業者、消費者へと原材料が加工・取引等を経て商品化され消
費される流れ全般を意味する言葉です。以下同じです。

（注3）伊藤忠商事のデータベースに同社が過去に取引を行ったことがある先として記録されている会社等の数を記載
しており、2023年2月末日現在、継続的な取引を行っていない先も含みます。また、公益法人等の会社以外
の法人や、個人事業主も含みます。以下同じです。

（注4）「CRE」とは、Corporate Real Estateの略称で、企業の保有する不動産又はその戦略的な活用のための取り
組みを意味します。

b) 内部成長戦略
本投資法人は、伊藤忠商事とのリーシングマネジメント契約に基づく、以下2つのビジネス

プラットフォームを最大限活用した商社ならではのリーシング、及び保有物件にかかる水道光熱
費、保険料等の運用コストや借入コストの削減により、着実な内部成長を図ります。
i. 不動産・物流プラットフォームの活用
伊藤忠商事の16年以上に及ぶ物流不動産開発経験によって培われたリーシングのノウハウ

と、伊藤忠グループにおける物流企業・荷主企業との取引顧客網や物流オペレーションの経験
を活用し、収益の長期安定化を目指します。

ii. 商社・商流プラットフォームの活用
伊藤忠商事は、約10万社に及ぶ取引顧客網、並びに約300社の伊藤忠グループ各社及びその

取引顧客網を有効に活用したリーシングを行います。また、伊藤忠グループの扱う様々なソリュ
ーションを商社本来のビジネスとして提供することでテナント企業の経営や物流オペレーション
における課題を解決する「御用聞き」（注）機能は、再契約や長期契約の動機付けとなるテナン
トとの粘着性を生み出し継続的な賃料収入に貢献します。
(注) 伊藤忠グループの各企業は、取引先及び取引先候補（保有資産、その他の伊藤忠グループが開発した物流不動産の

テナント企業を含みます。）からの要望を把握し、伊藤忠グループの総合力を活かし、要望に対する適切なソリュ
ーションを提供するよう努めています。この一連の過程を「御用聞き」と呼んでいます。

c) 財務戦略
本投資法人は、保守的な財務運営を基本とし、成長性に配慮してLTVコントロールを行うと

ともに、効率的なキャッシュマネジメントにより投資主価値の向上を目指します。その他に
は、借入期間の長期化、金利の固定化及び返済期限の分散化を通じた財務基盤の安定化を図り
つつ、資金調達余力の確保に配慮したLTVコントロールに努めます。また、適切なキャッシュ
マネジメントを通じて、効果的な資本的支出の実施、新規物件の取得資金や有利子負債返済へ
の一部充当など、資金の有効活用を図るとともに、継続的な利益超過分配を行うことで、投資
主価値の最大化に努めます。

2023年05月02日 15時17分 $FOLDER; 6ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



18

6 決算後に生じた重要な事実
該当事項はありません。

（参考情報）

a. 資産の取得
本投資法人は、2023年4月3日付でアイミッションズパーク市川塩浜（準共有持分30％）
を取得しました。

用途
(注1)

物件番号
(注2) 物件名称 所在地 取得価格（百万円）

（注3）
取得日
(注3)

物流不
動産 L-13 アイミッションズ

パーク市川塩浜
千葉県
市川市

6,540
(準共有持分30%)

2023年
4月3日

（注1）「用途」の定義については、後記「投資法人の運用資産の状況1 本投資法人の資産の構成」をご参照ください。
（注2）「物件番号」の定義については、後記「投資法人の運用資産の状況3 不動産等組入資産明細」をご参照くださ

い。
（注3）当該物件の準共有持分70％については、2022年10月19日付で本投資法人が取得済みです。
b. 役員の異動

2023年2月22日に本投資法人の執行役員である東海林淳一より、2023年2月28日付で辞任する旨
の届出を受領しました。これに伴い、補欠執行役員である木村知之が2023年3月1日より新たに執行
役員に就任することとなりました。
新たに執行役員に就任した木村知之は、2022年4月27日に開催された本投資法人の第4回投資主総
会において補欠執行役員として選任されており、執行役員であった東海林淳一の退任により新執行役
員として就任することとなったものです。任期は東海林淳一の任期の残存期間と同一です。新執行役
員の主要略歴は下記のとおりです。

役職名 氏名 主要略歴

執行役員 木村 知之 1992年4月 明治生命保険相互会社 入社
2005年1月 パシフィック・インベストメント・アドバ

イザーズ株式会社 入社
2009年2月 パシフィックレジデンシャル株式会社

取締役資産運用部管掌
2010年3月 ＡＤインベストメント・マネジメント株式

会社 取締役資産運用部長
2012年4月 同社 取締役経営管理部長
2018年4月 同社 取締役管理本部長補佐
2019年4月 同社 取締役エンジニアリング事業本部長
2022年4月 本投資法人 補欠執行役員
2022年6月 伊藤忠リート・マネジメント株式会社 執

行役員 物流事業本部担当 物流事業本部長
兼 物流 REIT部長

2023年3月 本投資法人 執行役員（現任）
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投資法人の概況
1 出資の状況
2023年2月28日現在における発行可能投資口総口数、発行済投資口の総口数、出資総額(純額)及び
投資主数は、以下のとおりです。

第5期
2021年1月31日

第6期
2021年7月31日

第7期
2022年1月31日

第8期
2022年7月31日

第9期
2023年2月28日

発行可能投資口総口数 10,000,000口 10,000,000口 10,000,000口 10,000,000口 10,000,000口
発行済投資口の総口数 600,127口 600,127口 600,127口 600,127口 674,400口
出資総額(純額)(注) 64,228百万円 63,902百万円 63,759百万円 63,520百万円 73,299百万円
投資主数 14,286人 12,832人 12,100人 12,095人 12,905人
(注) 出資総額から出資総額控除額を差し引いた金額を記載しています。なお、一時差異等調整引当額に係る利益超過分配の実施

に伴う出資総額の変動も考慮して算出した金額を記載しています。

2 投資口に関する事項
2023年2月28日現在における発行済投資口の総口数のうち、保有する投資口の比率が高い上位10
名（社）は以下のとおりです。

氏名又は名称 所有投資口数
（口）

発行済投資口の総口数に対
する所有投資口数の割合
(％)

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 139,677 20.71

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 110,069 16.32

伊藤忠商事株式会社 33,635 4.98

野村信託銀行株式会社（投信口） 31,428 4.66

全国信用協同組合連合会 12,999 1.92

JP MORGAN CHASE BANK 385771 11,018 1.63

株式会社愛知銀行 10,606 1.57

株式会社八十二銀行 10,568 1.56

STATE STREET BANK WEST CLIENT - TREATY 505234 9,929 1.47

ＳＳＢＴＣ ＣＬＩＥＮＴ ＯＭＮＩＢＵＳ ＡＣＣＯＵＮＴ 6,495 0.96

計 376,424 55.81

(注)「発行済投資口の総口数に対する所有口数の割合」は、小数第2位未満を切り捨てて記載しています。
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3 役員等に関する事項
（1）当期における役員等の氏名又は名称

当期における執行役員、監督役員及び会計監査人の氏名又は名称等は以下のとおりです。

役職名 役員等の氏名
又は名称 主な兼職等

当該営業期間に
おける役職毎の
報 酬 の 総 額
（千円）

執行役員（注1）(注2) 東海林 淳一
(注5)

伊藤忠リート・マネジメント株式会社
代表取締役社長 －

監督役員（注3）

遠山 壮一 遠山公認会計士事務所 所長 1,540
大 毅
（注6） 大総合法律事務所 代表弁護士 220

島村 和也
(注6) 島村法律会計事務所 代表 1,320

会計監査人(注4) ＰｗＣあらた有限責
任監査法人 － 12,500

(注1)2023年2月28日現在、執行役員は、本投資法人の投資口を自己の名義で34口所有しています。
(注2)執行役員は、本投資法人から報酬を受け取っていません。
(注3)監督役員は、本投資法人の投資口を自己又は他人の名義で所有していません。また、監督役員は、上記以外の他の法人の役

員である場合がありますが、上記を含めていずれも本投資法人と利害関係はありません。
(注4)会計監査人については当期の監査に係る報酬として支払うべき額に、英文財務諸表の監査に係る報酬、及び、コンフォート

レター作成業務に係る報酬を加えた額を記載しています。
(注5)2023年2月28日付で東海林淳一は執行役員を退任し、2022年4月27日付第4回投資主総会において補欠執行役員に選任さ

れた木村知之が2023年3月1日付で執行役員に就任しています。
(注6)2022年9月17日付で大毅は監督役員を退任し、2022年9月22日付で島村和也が監督役員に就任しました。

（2）会計監査人の解任及び不再任の決定の方針
会計監査人の解任については、投信法の定めに従い、また、不再任については、監査の品質、監
査報酬額等その他諸般の事情を総合的に勘案して、本投資法人の役員会において検討いたします。

4 役員等賠償責任保険契約に関する事項
本投資法人が締結する役員等賠償責任保険契約は以下のとおりです。

被保険者の範囲 契約内容の概要

執行役員及び監督役員

（填補の対象とされる保険事故の概要）
被保険者が本投資法人の役員としての職務につき行った行為に起因して損害賠
償請求がなされたことにより負担することになる損害賠償金や争訟費用等の損
害を、一定の範囲で当該保険契約により填補することとしています。

（保険料の負担割合）
全額を本投資法人が負担しています。

（職務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置）
犯罪行為又は法令に違反することを認識しながら行った行為等にかかる被保
険者の被る損害等は補償の対象外としています。

5 資産運用会社、資産保管会社及び一般事務受託者
2023年2月28日現在における資産運用会社等は以下のとおりです。

委託区分 氏名又は名称
資産運用会社 伊藤忠リート・マネジメント株式会社
資産保管会社 三井住友信託銀行株式会社

一般事務受託者

（機関運営、計算、会計等） 三井住友信託銀行株式会社
（納税） デロイト トーマツ税理士法人
（投資主名簿等管理） みずほ信託銀行株式会社
（投資法人債に関する事務） 三井住友信託銀行株式会社、株式会社三菱UFJ銀行
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投資法人の運用資産の状況
1 本投資法人の資産の構成
2023年2月28日現在における本投資法人の資産の構成は以下のとおりです。

資産の種類 用 途
（注1） エリア

第8期
2022年7月31日現在

第9期
2023年2月28日現在

保有総額
（百万円）
（注2）

対総資産比率
（％）
（注3）

保有総額
（百万円）
（注2）

対総資産比率
（％）
（注3）

信託不動産

物流不動産 関東エリア・関西エリア（注4） 107,420 93.4 121,889 93.2
その他エリア（注5） － － － －

小計 107,420 93.4 121,889 93.2
その他不動産
(注6)

関東エリア・関西エリア（注4） － － － －
その他エリア（注5） － － － －

小計 － － － －
投資有価証券(注7) － － 11 0.0
預金・その他の資産 7,622 6.6 8,941 6.8
資産総額 115,043 100.0 130,842 100.0
(注1)「用途」は、本投資法人の各保有資産について、本投資法人の投資方針において定められる用途の分類に応じて記載しています。以

下同じです。
(注2)「保有総額」は、決算日現在の貸借対照表計上額（信託不動産については、減価償却後の帳簿価額の合計額）によっており、百万円

未満を切り捨てて記載しています。
(注3)「対総資産比率」は、資産総額に対する当該不動産等の貸借対照表計上額の比率を表しており、小数第2位を四捨五入して記載して

います。
(注4)「関東エリア」とは、東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県及び茨城県を、「関西エリア」とは、大阪府、京都府、兵庫県、奈良県及び

滋賀県をいいます。以下同じです。
(注5)「その他エリア」とは、関東エリア及び関西エリア以外のエリアをいいます。以下同じです。
(注6)「その他不動産」とは、物流不動産以外の工場、データセンター、通信施設、研究施設、供給処理施設、再生可能エネルギー関連施

設等、主として事業活動の拠点又は基盤の用に供され、又は供されることが可能なものをいいます。
(注7) 合同会社ＣＣＦ２号を営業者とする匿名組合出資持分です。
(注8) 金額は切捨て、比率は四捨五入表記のため、各数値の合計は上記表中の合計とは必ずしも一致しません。以下、別段の記載のない限

り同じです。

2 主要な保有資産
2023年2月28日現在、本投資法人が保有する主要な保有資産（期末帳簿価額上位10物件）の概要

は以下のとおりです。

不動産等の名称 帳簿価額
（百万円）

賃貸可能面積
（㎡）
（注1）

賃貸面積
（㎡）
（注2）

稼働率
（％）
(注3)

対総賃貸事業
収入比率（％）
（注4）

主たる用途

アイミッションズパーク柏2 27,427 116,883.23 116,883.23 100.0 非開示(注6) 物流不動産
アイミッションズパーク印西 25,977 110,516.00 110,516.00 100.0 非開示(注6) 物流不動産
アイミッションズパーク市川塩浜（注5） 15,307 38,018.39 38,018.39 100.0 非開示(注6) 物流不動産
アイミッションズパーク野田 11,901 61,278.97 60,956.41 99.5 12.4 物流不動産
アイミッションズパーク東京足立 10,868 27,979.20 27,979.20 100.0 非開示(注6) 物流不動産
アイミッションズパーク三郷 5,794 22,664.74 22,664.74 100.0 非開示(注6) 物流不動産
アイミッションズパーク柏 5,779 31,999.12 31,999.12 100.0 非開示(注6) 物流不動産
アイミッションズパーク印西2 5,251 27,007.68 27,007.68 100.0 非開示(注6) 物流不動産
アイミッションズパーク厚木 5,112 20,576.45 20,576.45 100.0 非開示(注6) 物流不動産
アイミッションズパーク守谷 2,960 18,111.58 18,111.58 100.0 非開示(注6) 物流不動産

合 計（平均） 116,376 475,035.36 474,712.80 99.9 94.8 －
(注1)「賃貸可能面積」は、2023年2月末日現在における各不動産又は各信託不動産について締結され賃貸を開始している、各

賃貸借契約（屋根及び駐車場に係る賃貸借契約は除きます。また、パス・スルー型マスターリース契約（エンドテナン
トからの賃料等を原則としてそのまま受け取る方式でのマスターリース契約をいい、現実に転貸借がなされた場合にの
み、賃料を収受することができます。以下同じです。）が締結されている場合には、エンドテナントとの賃貸借契約とし
ます。以下同じです。）に表示された賃貸面積及び建物図面等に基づき賃貸が可能と考えられる空室部分の面積の合計を
記載しています。

(注2)「賃貸面積」は、2023年2月末日現在における各不動産又は各信託不動産について締結され賃貸を開始している各賃貸借
契約に表示された賃貸面積の合計を記載しています。以下同じです。

(注3)「稼働率」は、2023年2月末日現在における各保有資産に係る賃貸可能面積に対する賃貸面積が占める割合を、小数第2
位を四捨五入して記載しています。また、合計（平均）欄には、各物件の賃貸可能面積の合計に対して各物件の賃貸面
積の合計が占める割合を、小数第2位を四捨五入して記載しています。ただし、各物件の稼働率又は合計（平均）欄に
記載する稼働率は、四捨五入した結果が100.0％となる場合においては、小数第2位を切り捨てて99.9％と記載してい
ます。

(注4)「対総賃貸事業収入比率」とは、各保有資産の不動産賃貸事業収入を全物件に係る合計額で除した比率を示しています。
(注5) アイミッションズパーク市川塩浜に係る賃貸可能面積及び賃貸面積は、本投資法人が2023年2月末日現在において保有

している当該物件の準共有持分割合（70％）に相当する数値を記載し、又は当該数値を用いて合計値を記載していま
す。

(注6）テナントから開示の承諾が得られていないため、非開示としています。
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3 不動産等組入資産明細
2023年2月28日現在、本投資法人が保有する不動産等の明細は以下のとおりです。

物件
番号
(注1)

不動産等の名称
所在地

（住居表示）
(注2)

所有
形態

期末
帳簿
価額
(百万
円)

期末
算定
価格
(百万
円)
(注3)

第8期
自 2022年2月 1日
至 2022年7月31日

第9期
自 2022年8月 1日
至 2023年2月28日

テナ
ント
総数
期末
時点
（件）
(注4)

稼働率
期末
時点
（％）
(注5)

賃貸
事業
収入
期間中
（千円）
(注6)

対総
賃貸
事業
収入
比率
（％）

テナ
ント
総数
期末
時点
（件）
(注4)

稼働率
期末
時点
（％）
(注5)

賃貸
事業
収入
期間中
（千円）
(注6)

対総
賃貸
事業
収入
比率
（％）

L-1 アイミッションズパーク厚木

A棟：神奈川県
厚木市金田字新
台畑下1463番
地3
B棟：神奈川県
厚木市金田字新
白鳥1497番地1

信託
受益権 5,112 6,680 2 100.0 非開示

(注7)
非開示
(注7) 2 100.0 非開示

(注7)
非開示
(注7)

L-2 アイミッションズパーク柏
千葉県柏市鷲野
谷 字 宮 後 原
1027番地23

信託
受益権 5,779 7,500 1 100.0 非開示

(注7)
非開示
(注7) 1 100.0 非開示

(注7)
非開示
(注7)

L-3 アイミッションズパーク野田
千葉県野田市泉
二丁目1番地1

信託
受益権 11,901 15,300 5 99.5 413,933 13.0 5 99.5 498,984 12.4

L-4
アイミッションズ
パーク守谷
（注8）

茨城県つくばみ
らい市絹の台四
丁目4番地

信託
受益権 2,960 3,930 2 100.0 非開示

(注7)
非開示
(注7) 2 100.0 非開示

(注7)
非開示
(注7)

L-5 アイミッションズパーク三郷
埼玉県三郷市栄
四丁目72番地1

信託
受益権 5,794 7,470 1 100.0 非開示

(注7)
非開示
(注7) 1 100.0 非開示

(注7)
非開示
(注7)

L-6 アイミッションズパーク千葉北
千葉県千葉市若
葉区若松町439
番地120

信託
受益権 2,479 3,180 1 100.0 非開示

(注7)
非開示
(注7) 1 100.0 非開示

(注7)
非開示
(注7)

L-7 アイミッションズパーク印西
千葉県印西市松
崎台二丁目4番
地3

信託
受益権 25,977 33,500 1 100.0 非開示

(注7)
非開示
(注7) 1 100.0 非開示

(注7)
非開示
(注7)

L-8 アイミッションズパーク守谷2(注9)
茨城県つくばみ
らい市絹の台四
丁目4番地

信託
受益権 733 953 1 100.0 非開示

(注7)
非開示
(注7) 1 100.0 非開示

(注7)
非開示
(注7)

L-9 アイミッションズパーク柏2
千葉県柏市新十
余二7番地1

信託
受益権 27,427 33,700 1 100.0 非開示

(注7)
非開示
(注7) 1 100.0 非開示

(注7)
非開示
(注7)

L-10 アイミッションズパーク印西2
千葉県印西市松
崎台二丁目4番
地4

信託
受益権 5,251 6,290 1 100.0 非開示

(注7)
非開示
(注7) 1 100.0 非開示

(注7)
非開示
(注7)

L-11 アイミッションズパーク東京足立
東京都足立区入
谷六丁目3222
番地

信託
受益権 10,868 11,900 1 100.0 非開示

(注7)
非開示
(注7) 1 100.0 非開示

(注7)
非開示
(注7)

L-12 アイミッションズパーク三芳
埼玉県入間郡三
芳町大字上富字
吉拓428番地3

信託
受益権 2,293 2,740 1 100.0 非開示

(注7)
非開示
(注7) 1 100.0 非開示

(注7)
非開示
(注7)

L-13
アイミッションズ
パーク市川塩浜
(注10)

千葉県市川市千
鳥町12番地1

信託
受益権 15,307 16,870 ― ― ― ― 2 100.0 非開示

(注7)
非開示
(注7)

合 計（平均） 121,889 150,013 18 99.9 3,182,276 100.0 20 99.9 4,027,588 100.0

(注1) 「物件番号」は、各用途に応じて、物件毎に番号を付したものであり、Lは物流不動産を表します。以下同じです。
(注2) 「所在地(住居表示)」は、各不動産又は各信託不動産の住居表示を記載しており、住居表示のないものについては登記簿

上の建物所在地（複数ある場合にはそのうちの一所在地）を記載しています。
(注3) 「期末算定価格」は、2023年2月末日を価格時点とする各不動産鑑定評価書に記載された評価額を記載しています。な

お、保有資産の鑑定評価については、株式会社谷澤総合鑑定所、一般財団法人日本不動産研究所及び大和不動産鑑定株
式会社に委託しています。
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(注4) 「テナント総数期末時点」は、決算日現在における各不動産又は各信託不動産について締結され賃貸を開始している、
各賃貸借契約に基づくテナント（ただし、パス・スルー型マスターリース契約が締結されている場合には、エンドテナ
ントとします。以下同じです。）数の合計を記載しています。ただし、保有資産につき同一のテナントが複数の賃貸借契
約を締結している場合には、当該テナントは1として「テナント総数」を算出しています。

(注5) 「稼働率期末時点」は、2023年2月末日現在における各保有資産に係る賃貸可能面積に対する賃貸面積が占める割合を、
小数第2位を四捨五入して記載しています。また、合計（平均）欄には、各物件の賃貸可能面積の合計に対して各物件の
賃貸面積の合計が占める割合を、小数第2位を四捨五入して記載しています。ただし、各物件の稼働率又は合計（平均）
欄に記載する稼働率は、四捨五入した結果が100.0％となる場合においては、小数第2位を切り捨てて99.9％と記載し
ています。

(注6) 「賃貸事業収入期間中」は、各不動産等の当期の不動産賃貸事業収入の金額を記載しています。なお、本投資法人は、
2022年4月27日開催の第4回投資主総会の決議により、本投資法人の決算期を各年1月末日及び7月末日から各年2月末
日及び8月末日に変更しています。これに伴い第9期は2022年8月1日から2023年2月28日までの7か月決算となってい
ます。

(注7) テナントから開示の承諾が得られていないため、非開示としています。
(注8) アイミッションズパーク守谷に係る期末算定価格のうち土地に相当する期末算定価格については、当該物件の不動産鑑

定評価書において評価対象とされている土地の持分割合（70％）に相当する数値を用いています。
(注9) アイミッションズパーク守谷2に係る期末算定価格のうち土地に相当する期末算定価格については、当該物件の不動産鑑

定評価書において評価対象とされている土地の持分割合（30%）に相当する数値を用いています。
(注10) アイミッションズパーク市川塩浜に係る期末算定価格については、本投資法人が2023年2月末日現在において保有し

ている当該物件の準共有持分割合（70%）に相当する数値を記載しています。

4 再生可能エネルギー発電設備等明細表
該当事項はありません。

5 公共施設等運営権等明細表
該当事項はありません。

6 その他資産の状況
本投資法人が保有する不動産を信託財産とする信託受益権等は、前記「3．不動産等組入資産明細」
に一括して記載しています。

（1）有価証券組入資産明細
2023年2月28日現在、本投資法人が保有する有価証券の明細は以下のとおりです。

銘柄名 資産の種類 数量
（口）

帳簿価額 評価額（注1） 評価損益
（百万円） 備考単価

（円）
金額

（百万円）
単価
（円）

金額
（百万円）

合同会社ＣＣＦ２号
（注2）

匿名組合
出資持分 － － 11 － 11 － －

合計 － － 11 － 11 － －
（注1) 評価額には、帳簿価額を記載しています。
（注2) 運用資産は、「Ｔ＆Ｂメンテナンスセンター松江」を信託財産とする信託受益権です。

（2）特定取引の契約額等及び時価の状況表
2023年2月28日現在、本投資法人における特定取引の契約額等及び時価の状況は以下のとおり
です。

（単位：千円）

区 分 種 類
契約額等（注1） 時 価

（注2）（注3）うち1年超

市場取引以外の取引 金利スワップ取引
受取変動・支払固定 45,220,000 45,220,000 499,410

合 計 45,220,000 45,220,000 499,410
（注1）契約額等は、想定元本に基づいて表示しています。
（注2）時価は、当該取引契約の相手方が市場実勢金利等をもとに算出した価額で評価しています。
（注3）時価の金額のうち、「金融商品に関する会計基準」に基づき金利スワップの特例処理を適用しているものは、貸借対照表

において時価評価していません。

7 国及び地域毎の資産保有状況
日本以外の国及び地域について、該当事項はありません。
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保有不動産の資本的支出
1 資本的支出の予定

本投資法人が保有する不動産及び不動産信託受益権に係る信託不動産に関し、現在計画されている
改修等に伴う資本的支出の予定額のうち、主要なものは以下のとおりです。なお、工事予定金額に
は、会計上の費用に区分される部分が含まれています。

不動産等の名称 所在地 目 的 予定期間
工事予定金額（百万円）

総 額 当期支払額 既支出額
アイミッションズ
パーク厚木 神奈川県厚木市 B棟空調更新工事 自 2023 年 7 月

至 2023 年 9 月 19 - -

アイミッションズ
パーク守谷2

茨城県
つくばみらい市

バースシャッター危
険防止装置設置工事

自 2023 年 4 月
至 2023 年 4 月 7 - -

アイミッションズ
パーク印西 千葉県印西市 1階空調機更新工事 自 2023 年 11 月

至 2024 年 2 月 4 - -

アイミッションズ
パーク柏2 千葉県柏市 入退出管理装置更新

工事
自 2023 年 11 月
至 2024 年 1 月 4 - -

アイミッションズ
パーク柏 千葉県柏市 空調制御装置工事 自 2023 年 9 月

至 2023 年 11 月 3 - -

2 期中の資本的支出
本投資法人が保有している不動産等に関して、当期中に行った資本的支出に該当する主要な工事の

概要は以下のとおりです。当期の資本的支出は90百万円であり、この他当期営業費用に区分された修
繕費9百万円があります。

不動産等の名称 所在地 目 的 実施期間 支払金額
(百万円)

アイミッションズパーク野田 千葉県野田市 3、4階専有部LED更新工事 2023年2月 30

アイミッションズパーク厚木 神奈川県厚木市 B棟 LED照明器具交換工事 2022年8月 14

アイミッションズパーク野田 千葉県野田市 共用部LED 更新工事 2023年2月 12

アイミッションズパーク野田 千葉県野田市 1階専有部LED更新工事 2023年2月 11

アイミッションズパーク守谷
茨城県
つくばみらい市

納品口シャッター改修工事 2023年1月 6

その他 － － － 14

合計 90

3 長期修繕計画等のために積立てた金銭
本投資法人は物件毎に策定している中長期修繕計画に基づき、減価償却費等の余剰キャッシュ・フ
ロー（利益の内部留保に伴うものを含みます。）の中から大規模な修繕等に充当するため、以下のと
おり金銭の積立てを行っています。

（単位：百万円）

営業期間
第5期

自 2020年 8月 1日
至 2021年 1月31日

第6期
自 2021年 2月 1日
至 2021年 7月31日

第7期
自 2021年 8月 1日
至 2022年 1月31日

第8期
自 2022年 2月 1日
至 2022年 7月31日

第9期
自 2022年 8月 1日
至 2023年 2月28日

当期首積立金残高 108 152 199 251 303
当期積立額 43 47 51 51 56
当期積立金取崩額 － － － － 355
次期繰越額 152 199 251 303 4
(注) 本投資法人の分配方針及び当期の分配に係る概要については、前記「資産運用の概況 2. 当期の資産の運用の経過 (4)業績及

び分配の概要」をご参照ください。
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費用・負債の状況
1 運用等に係る費用明細

（単位：千円）

項 目
第8期

自 2022年 2月 1日
至 2022年 7月31日

第9期
自 2022年 8月 1日
至 2023年 2月28日

（a）資産運用報酬（注） 385,224 444,312
（b）資産保管・一般事務委託報酬 14,005 15,727
（c）役員報酬 2,640 3,080
（d）その他営業費用 51,518 51,309

合 計 453,388 514,429
（注）資産運用報酬には、上記金額の他、不動産等の帳簿価額に算入した物件取得に係る運用報酬が第9期に

76,300千円あります。なお、第8期には該当事項ありません。

2 借入状況
2023年2月28日現在における金融機関毎の借入金の状況は以下のとおりです。

（単位：百万円）
区 分

借入日 当期首
残高

当期末
残高

平均利率
（注1） 返済期限 返済

方法 使途 摘要
借入先

短
期
借
入
金

株式会社三井住友銀行

2021年
9月7日

1,430 -

0.23000％ 2022年
8月31日

期限
一括 (注5)

無担保
無保証

株式会社みずほ銀行 990 -

三井住友信託銀行株式会社 870 -

株式会社三井住友銀行 2022年
10月19日 - 170 0.19973％ 2023年

5月31日
期限
一括 (注4)

株式会社三井住友銀行 2022年
10月19日 - - 0.18014％

2023年
9月29日
(注2)

期限
一括 (注4)

小 計 3,290 170
1
年
内
返
済
予
定
の
長
期
借
入
金

株式会社三菱UFJ銀行

2020年
2月3日

540 -

0.13800％
2023年
1月31日
(注3)

期限
一括 (注4) 無担保

無保証

三井住友信託銀行株式会社 325 -

株式会社福岡銀行 300 -

株式会社三井住友銀行 230 -

農林中央金庫 200 -

株式会社みずほ銀行 155 -

小 計 1,750 -
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（単位：百万円）
区 分

借入日 当期首
残高

当期末
残高

平均利率
（注1） 返済期限 返済

方法 使途 摘要
借入先

長
期
借
入
金

株式会社三井住友銀行

2018年
9月7日

1,270 1,270

0.53660％ 2024年
9月9日

期限
一括 (注4)

無担保
無保証

株式会社みずほ銀行 650 650
三井住友信託銀行株式会社 1,050 1,050
株式会社三菱ＵＦＪ銀行 950 950
株式会社日本政策投資銀行 600 600
みずほ信託銀行株式会社 600 600
株式会社三井住友銀行

2018年
9月7日

1,400 1,400

0.72645％
2026年
9月7日

期限
一括

(注4)
株式会社みずほ銀行 1,000 1,000
三井住友信託銀行株式会社 1,500 1,500
株式会社三菱ＵＦＪ銀行 1,600 1,600
株式会社三井住友銀行

2018年
9月7日

500 500
0.91670％

2028年
9月7日

期限
一括

(注4)株式会社みずほ銀行 500 500
株式会社日本政策投資銀行 500 500
株式会社三井住友銀行

2019年
4月1日

1,510 1,510

0.55000％
2027年
3月31日

期限
一括

(注4)

株式会社みずほ銀行 1,000 1,000
三井住友信託銀行株式会社 1,000 1,000
株式会社三菱ＵＦＪ銀行 1,000 1,000
株式会社日本政策投資銀行 300 300
みずほ信託銀行株式会社 210 210
株式会社三井住友銀行

2020年
2月3日

750 750

0.27400％
2025年
2月3日

期限
一括

(注4)

みずほ信託銀行株式会社 750 750
三井住友信託銀行株式会社 650 650
株式会社みずほ銀行 500 500
農林中央金庫 400 400
株式会社福岡銀行 400 400
株式会社SBI新生銀行 300 300
株式会社三菱UFJ銀行 200 200
株式会社三井住友銀行

2020年
3月31日

900 900

0.52220％
2028年
3月31日

期限
一括

(注4)

三井住友信託銀行株式会社 900 900
株式会社みずほ銀行 900 900
株式会社三菱UFJ銀行 800 800
みずほ信託銀行株式会社 200 200
株式会社SBI新生銀行 200 200
農林中央金庫 100 100

日本生命保険相互会社 2020年
2月3日 1,000 1,000 0.70000％

2030年
1月31日

期限
一括

(注4)
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（単位：百万円）
区 分

借入日 当期首
残高

当期末
残高

平均利率
（注1） 返済期限 返済

方法 使途 摘要
借入先

長
期
借
入
金

株式会社三井住友銀行

2021年
4月1日

1,330 1,330

0.28900％
2025年
9月30日

期限
一括

(注4)

無担保
無保証

三井住友信託銀行株式会社 1,030 1,030
株式会社みずほ銀行 960 960
株式会社三菱UFJ銀行 800 800
みずほ信託銀行株式会社 280 280
株式会社SBI新生銀行 200 200
農林中央金庫 200 200
株式会社福岡銀行 200 200
株式会社三井住友銀行

2021年
4月1日

1,330 1,330

0.43800％
2027年
9月30日

期限
一括

(注4)

三井住友信託銀行株式会社 1,030 1,030
株式会社みずほ銀行 960 960
株式会社三菱UFJ銀行 800 800
みずほ信託銀行株式会社 280 280
株式会社SBI新生銀行 200 200
農林中央金庫 200 200
株式会社福岡銀行 200 200
株式会社三井住友銀行

2021年
4月1日

750 750

0.56000％
2029年
3月30日

期限
一括

(注4)

三井住友信託銀行株式会社 560 560
株式会社みずほ銀行 500 500
株式会社三菱UFJ銀行 400 400
みずほ信託銀行株式会社 140 140
株式会社SBI新生銀行 100 100
農林中央金庫 100 100
株式会社福岡銀行 100 100
株式会社三井住友銀行

2022年
8月31日

- 1,090
0.25152％

2026年
8月31日

期限
一括

(注5)三井住友信託銀行株式会社 - 660
株式会社みずほ銀行 - 750
株式会社三井住友銀行

2022年
8月31日

- 550

0.78300％
2030年
2月28日

期限
一括

(注5)

三井住友信託銀行株式会社 - 525
株式会社みずほ銀行 - 385
株式会社三菱UFJ銀行 - 540
農林中央金庫 - 200
株式会社福岡銀行 - 300
株式会社三井住友銀行

2022年
10月19日

- 450

0.34016％
2028年
9月29日

期限
一括

(注5)
三井住友信託銀行株式会社 - 350
株式会社みずほ銀行 - 300
株式会社三菱UFJ銀行 - 330
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（単位：百万円）
区 分

借入日 当期首
残高

当期末
残高

平均利率
（注1） 返済期限 返済

方法 使途 摘要
借入先

長
期
借
入
金

みずほ信託銀行株式会社

2022年
10月19日

- 200

0.34016％
2028年
9月29日

期限
一括

(注4)

無担保
無保証

株式会社日本政策投資銀行 - 150
農林中央金庫 - 100
株式会社福岡銀行 - 100
株式会社SBI新生銀行 - 100
株式会社りそな銀行 - 100
株式会社三井住友銀行

2022年
10月19日

- 600

0.41516％
2030年
4月30日

期限
一括

(注4)

三井住友信託銀行株式会社 - 400
株式会社みずほ銀行 - 300
株式会社三菱UFJ銀行 - 300
みずほ信託銀行株式会社 - 200
農林中央金庫 - 250
株式会社福岡銀行 - 250
株式会社SBI新生銀行 - 250
株式会社りそな銀行 - 250

小 計 38,740 48,720
合 計 43,780 48,890

（注1）変動金利の平均利率は、期中の加重平均を記載しています。また、金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を
行った借入金の平均利率については、金利スワップの効果を勘案した加重平均利率を記載しています。

（注2）2022年11月30日に期限前弁済しています。
（注3）2022年8月31日に期限前弁済しています。
（注4）資金使途は、不動産信託受益権の取得資金及びこれに関連する諸費用です。
（注5）資金使途は、借入金の返済資金です。

3 投資法人債
2023年2月28日現在における投資法人債の状況は、以下のとおりです。

銘 柄 発行年月日
当期首
残高

（百万円）

当期末
残高

（百万円）

利率
（％） 償還期限 償還方法 使途 摘要

伊藤忠アドバンス・
ロジスティクス投資法人
第1回無担保投資法人債

2019年
12月12日 1,500 1,500 0.300 2024年

12月12日 期限一括 （注） 無担保
無保証

伊藤忠アドバンス・ロジ
スティクス投資法人
第2回無担保投資法人債

2022年
2月18日 2,000 2,000 0.470 2032年

2月18日 期限一括 （注） 無担保
無保証

合計 3,500 3,500
（注）資金使途は、既存借入金の返済資金です。

4 短期投資法人債
該当事項はありません。

5 新投資口予約権
該当事項はありません。
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期中の売買状況
1 不動産等及び資産対応証券等、インフラ資産等及びインフラ関連資産の売買状況等
物件
番号 不動産等の名称 資産の種類

取 得 譲 渡

取得年月日
取得価格
（百万円）
（注1）

譲渡年月日 譲渡価格
（百万円）

帳簿価額
（百万円）

売却損益
（百万円）

L-13

アイミッションズ
パーク市川塩浜
（準共有持分70％）
（注2）

信託受益権 2022年
10月19日 15,260 － － － －

-
合同会社ＣＣＦ2
号を営業者とする
匿名組合出資持分

匿名組
合出資
持分

2023年
1月30日 10 － － － －

合 計 15,270 － － － －
（注1）「取得価格」は、当該不動産等の取得に要した費用（売買媒介手数料、公租公課等）を含まない金額（売買契約書等に

記載された売買価格等）を記載しています。
（注2）アイミッションズパーク市川塩浜に係る取得価格については、本投資法人が取得した当該物件の準共有持分割合（70

％）に相当する数値を記載しています。

2 その他の資産の売買状況等
該当事項はありません。なお、上記不動産等及び資産対応証券等以外の主なその他の資産は、概ね

銀行預金又は信託財産内の銀行預金です。

3 特定資産の価格等の調査
（1）不動産等
取得
又は
譲渡

資産の
種類

物件
番号 不動産等の名称

取得又は
譲渡
年月日

取得又は
譲渡価格
（百万円）
（注1）

鑑定
評価額
（百万円）

不動産
鑑定機関 価格時点

取得 信託
受益権 L-13

アイミッションズ
パーク市川塩浜
（準共有持分70%）
（注2）

2022年
10月19日 15,260 16,730 一般財団法人日本不動産研究所

2022年
8月31日

（注1）「取得価格」は、当該不動産等の取得に要した費用（売買媒介手数料、公租公課等）を含まない金額（売買契約書等に
記載された売買価格等）を記載しています。

（注2）アイミッションズパーク市川塩浜に係る取得価格及び鑑定評価額については、本投資法人が取得した当該物件の準共有
持分割合（70％）に相当する数値を記載しています。

（2）その他
取得 銘柄 取得年月日

取得価格
（百万円）
（注）

特定資産の
調査価格
（百万円）

取得 合同会社ＣＣＦ２号 匿名組合出資持分 2023年1月30日 10 10
（注1）上記の特定資産の価格等の調査は、資産の取得時に、有限責任監査法人トーマツが日本公認会計士協会業種別委員会報

告第２３号「投資信託及び投資法人における特定資産の価格等の調査」に基づき行っており、その報告書を受領してい
ます。

（注2）「取得価格」には、匿名組合出資契約等に記載された出資金額（出資に要した諸費用等を含みません。）の百万円未満を
切り捨てて記載しています。
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4 利害関係人等との取引状況
（1）取引状況

利害関係人等との取引状況等は以下のとおりです。

区 分
売買金額等

買付額等 売付額等

総額 15,270,000千円 －千円
利害関係人等との取引状況の内訳
伊藤忠商事株式会社 15,260,000千円(99.9％) －千円(－％)

合計 15,260,000千円(99.9％) －千円(－％)
（注1）利害関係人等とは、投資信託及び投資法人に関する法律施行令（平成12年政令第480号。その後の改正を含みます。）

第123条及び一般社団法人投資信託協会の投資信託及び投資法人にに係る運用報告書等に関する規則第26条第1項第27
号に規定される本投資法人と資産運用委託契約を締結している資産運用会社の利害関係人等をいいます。以下同じです。

（注2）買付額等は、当該不動産等の取得に要した諸経費、固定資産税、都市計画税、消費税及び地方消費税を含んでいません。

（2）支払手数料等の金額
利害関係人等への支払手数料等は以下のとおりです。

区 分 支払手数料等総額
（A）（千円）

利害関係人等との取引内訳
総額に対する割合
（B）／（A）（％）支払先 支払金額

（B）（千円）
管理委託費 66,848 伊藤忠アーバンコミュニティ株式会社 43,570 65.2

その他営業費用 51,309
伊藤忠商事株式会社 24,314 47.4
伊藤忠人事総務サービス株式会社 105 0.2

5 資産運用会社が営む兼業業務に係る当該資産運用会社との間の取引の状況等
本資産運用会社は、第二種金融商品取引業及び投資助言・代理業を兼業していますが、該当する取
引はありません。また、第一種金融商品取引業、宅地建物取引業又は不動産特定共同事業のいずれの
業務も兼業しておらず、該当する取引はありません。

経理の状況
1 資産、負債、元本及び損益の状況
資産、負債、元本及び損益の状況につきましては、「Ⅱ．貸借対照表」、「Ⅲ．損益計算書」、「Ⅳ．
投資主資本等変動計算書」、「Ⅴ．注記表」及び「Ⅵ．金銭の分配に係る計算書」をご参照ください。
なお、貸借対照表、損益計算書、投資主資本等変動計算書、注記表及び金銭の分配に関する計算書
の前期情報はご参考であり、当期においては投信法第130条の規定に基づく会計監査人の監査対象で
はありません。

2 減価償却額の算定方法の変更
該当事項はありません。

3 不動産等及びインフラ資産等の評価方法の変更
該当事項はありません。

4 自社設定投資信託受益証券等の状況等
該当事項はありません。
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その他
1 お知らせ
（1）投資主総会

該当事項はありません。

（2）投資法人役員会
当期において、本投資法人の役員会で承認された主要な契約の締結・変更等の概要は以下のとお

りです。
承認日 項目 概要

2022年10月
12日 新投資口引受契約等の締結の件

2022年10月4日開催の本投資法人役員会で承認
された新投資口発行及び投資口売出しについて、
新投資口引受に関する一般事務を引受会社(注)に
委託しました。

2023年 1月
25日

匿名組合出資に係る取得報酬の
覚書締結および取得報酬支払い
の件

資産運用委託契約に規定する取得報酬のうち、匿
名組合出資持分取得に係る取得報酬について合意
しました。

(注)引受会社は、大和証券株式会社、三菱UFJモルガン・スタンレー証券株式会社、みずほ証券株式
会社、野村證券株式会社、株式会社SBI証券です。

2 金額及び比率の端数処理
本書では、特に記載のない限り、記載未満の数値について、金額は切り捨て、比率は四捨五入によ

り記載しております。

3 海外不動産保有法人に係る開示
該当事項はありません。

4 海外不動産保有法人が有する不動産に係る開示
該当事項はありません。
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（単位：千円）
前期（ご参考）
2022年7月31日

当期
2023年2月28日

資産の部
流動資産
現金及び預金 3,181,102 3,031,730
信託現金及び信託預金 4,137,678 5,203,067
営業未収入金 36,541 51,610
未収消費税等 - 358,446
前払費用 60,521 69,489
その他 - 1,848
流動資産合計 7,415,844 8,716,193
固定資産
有形固定資産
信託建物 60,379,592 64,704,758
減価償却累計額 △4,404,509 △5,267,350
信託建物（純額） 55,975,082 59,437,408
信託構築物 2,214,959 2,320,314
減価償却累計額 △368,403 △441,126
信託構築物（純額） 1,846,556 1,879,187
信託機械及び装置 1,667,291 1,800,548
減価償却累計額 △202,609 △241,932
信託機械及び装置（純額） 1,464,681 1,558,616
信託工具、器具及び備品 4,896 5,543
減価償却累計額 △1,360 △1,936
信託工具、器具及び備品（純額） 3,535 3,606
信託建設仮勘定 - 302
信託土地 48,131,041 59,010,869
有形固定資産合計 107,420,897 121,889,990
無形固定資産
ソフトウエア 1,433 782
商標権 495 -
無形固定資産合計 1,928 782
投資その他の資産
投資有価証券 - 11,233
差入敷金及び保証金 10,000 10,000
長期前払費用 172,821 194,516
繰延税金資産 12 16
投資その他の資産合計 182,833 215,766
固定資産合計 107,605,660 122,106,540
繰延資産
投資法人債発行費 22,134 19,651
繰延資産合計 22,134 19,651
資産合計 115,043,638 130,842,385
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（単位：千円）
前期（ご参考）
2022年7月31日

当期
2023年2月28日

負債の部
流動負債
営業未払金 35,378 121,743
短期借入金 3,290,000 170,000
未払費用 473,845 548,615
1年内返済予定の長期借入金 1,750,000 -
未払法人税等 859 1,041
未払消費税等 85,376 -
前受金 579,022 647,056
その他 4,383 173,555
流動負債合計 6,218,865 1,662,011
固定負債
投資法人債 3,500,000 3,500,000
長期借入金 38,740,000 48,720,000
信託預り敷金及び保証金 1,674,255 1,848,388
デリバティブ債務 - 8,078
その他 144 5,216
固定負債合計 43,914,400 54,081,683
負債合計 50,133,265 55,743,695
純資産の部
投資主資本
出資総額 64,647,572 74,666,554
出資総額控除額 △1,127,274 △1,366,725
出資総額（純額） 63,520,297 73,299,829
剰余金
当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 1,390,075 1,806,939
剰余金合計 1,390,075 1,806,939
投資主資本合計 64,910,372 75,106,769
評価・換算差額等
繰延ヘッジ損益 - △8,078
評価・換算差額等合計 - △8,078
純資産合計 ※1 64,910,372 ※1 75,098,690
負債純資産合計 115,043,638 130,842,385
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（単位：千円）
前期（ご参考）
自 2022年2月 1日
至 2022年7月31日

当期
自 2022年8月 1日
至 2023年2月28日

営業収益
賃貸事業収入 ※1 3,142,694 ※1 3,927,571
その他賃貸事業収入 ※1 39,581 ※1 100,017
営業収益合計 3,182,276 4,027,588
営業費用
賃貸事業費用 ※1 1,203,747 ※1 1,468,408
資産運用報酬 385,224 444,312
資産保管・一般事務委託報酬 14,005 15,727
役員報酬 2,640 3,080
その他営業費用 51,518 51,309
営業費用合計 1,657,135 1,982,837
営業利益 1,525,140 2,044,751
営業外収益
受取利息 33 70
未払分配金戻入 1,068 651
補助金収入 356 -
その他 - 8
営業外収益合計 1,458 730
営業外費用
支払利息 103,772 135,379
投資法人債利息 6,461 8,068
投資口交付費 - 19,711
投資法人債発行費償却 2,127 2,482
融資関連費用 22,542 61,553
その他 991 10,479
営業外費用合計 135,896 237,674
経常利益 1,390,703 1,807,807
税引前当期純利益 1,390,703 1,807,807
法人税、住民税及び事業税 864 1,052
法人税等調整額 △4 △4
法人税等合計 859 1,048
当期純利益 1,389,843 1,806,759
前期繰越利益 231 180
当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 1,390,075 1,806,939
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前期（ご参考）（自 2022年2月1日 至 2022年7月31日）
（単位：千円）

投資主資本

純資産合計
出資総額 剰余金

投資主資本
合計出資総額 出資総額

控除額
出資総額
（純額）

当期未処分
利益又は
当期未処理
損失（△）

剰余金合計

当期首残高 64,647,572 △887,824 63,759,748 1,414,130 1,414,130 65,173,878 65,173,878

当期変動額

利益超過分配 △239,450 △239,450 △239,450 △239,450

剰余金の配当 △1,413,899 △1,413,899 △1,413,899 △1,413,899

当期純利益 1,389,843 1,389,843 1,389,843 1,389,843

当期変動額合計 － △239,450 △239,450 △24,055 △24,055 △263,506 △263,506

当期末残高 ※1 64,647,572 △1,127,274 63,520,297 1,390,075 1,390,075 64,910,372 64,910,372
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当期（自 2022年8月1日 至 2023年2月28日）
（単位：千円）

投資主資本

出資総額 剰余金

投資主資本
合計出資総額 出資総額

控除額
出資総額
（純額）

当期未処分
利益又は
当期未処理
損失（△）

剰余金合計

当期首残高 64,647,572 △1,127,274 63,520,297 1,390,075 1,390,075 64,910,372

当期変動額

新投資口の発行 10,018,982 10,018,982 10,018,982

利益超過分配 △239,450 △239,450 △239,450

剰余金の配当 △1,389,894 △1,389,894 △1,389,894

当期純利益 1,806,759 1,806,759 1,806,759
投資主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

当期変動額合計 10,018,982 △239,450 9,779,531 416,864 416,864 10,196,396

当期末残高 ※1 74,666,554 △1,366,725 73,299,829 1,806,939 1,806,939 75,106,769

評価・換算差額等

純資産合計
繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

当期首残高 - - 64,910,372

当期変動額

新投資口の発行 10,018,982

利益超過分配 △239,450

剰余金の配当 △1,389,894

当期純利益 1,806,759
投資主資本以外の項目
の当期変動額（純額） △8,078 △8,078 △8,078

当期変動額合計 △8,078 △8,078 10,188,317

当期末残高 △8,078 △8,078 75,098,690
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重要な会計方針に係る事項に関する注記
前期（ご参考）

自 2022年2月 1日
至 2022年7月31日

当期
自 2022年8月 1日
至 2023年2月28日

1．資産の評価方法及び処理方
法

―

有価証券
その他有価証券
市場価格のない株式等
移動平均法による原価法を採用してい

ます。
匿名組合出資持分については、匿名組

合の損益の純額に対する持分相当額を取
り込む方法を採用しています。

2．固定資産の減価償却の方法 （1）有形固定資産（信託財産を含む）
定額法を採用しています。
なお、主な有形固定資産の耐用年数は

以下のとおりです。
建物 3～62年
構築物 14～46年
機械及び装置 5～29年
工具、器具及び備品 5～6年

（2）無形固定資産
定額法を採用しています。
なお、主な無形固定資産の耐用年数は

以下のとおりです。
ソフトウエア 5年
商標権 10年

（3）長期前払費用
定額法を採用しています。

（1）有形固定資産（信託財産を含む）
定額法を採用しています。
なお、主な有形固定資産の耐用年数は

以下のとおりです。
建物 3～62年
構築物 14～46年
機械及び装置 5～29年
工具、器具及び備品 5～6年

（2）無形固定資産
定額法を採用しています。
なお、主な無形固定資産の耐用年数は

以下のとおりです。
ソフトウエア 5年
商標権 10年

（3）長期前払費用
定額法を採用しています。

3．繰延資産の処理方法 (1）投資法人債発行費
償還までの期間にわたり定額法により償
却しています。

(1）投資法人債発行費
償還までの期間にわたり定額法により償
却しています。

(2）投資口交付費
支出時に全額費用処理しています。

4．収益及び費用の計上基準 (1）収益に関する計上基準
本投資法人の顧客との契約から生じる収益
に関する主な履行義務の内容及び当該履行義
務を充足する通常の時点（収益を認識する通
常の時点）は以下のとおりです。
① 不動産等の売却
不動産等の売却については、不動産売却に
係る契約に定められた引渡義務を履行するこ
とにより、顧客である買主が当該不動産等の
支配を獲得した時点で収益計上を行っていま
す。
② 水道光熱費収入
水道光熱費収入については、不動産等の賃
貸借契約及び付随する合意内容に基づき、顧
客である賃借人に対する電気、水道等の供給
に応じて収益計上を行っています。水道光熱
費収入のうち、本投資法人が代理人に該当す
ると判断したものについては、他の当事者が
供給する電気、水道等の料金として収受する
額から当該他の当事者に支払う額を控除した
純額を収益として認識しています。
(2）固定資産税等の処理方法
保有する不動産等にかかる固定資産税、都
市計画税及び償却資産税等については、賦課
決定された税額のうち当期に対応する額を賃
貸事業費用として費用処理する方法を採用し
ています。
なお、不動産等の取得に伴い、譲渡人に支
払った固定資産税等の精算金は賃貸事業費用
として計上せず、当該不動産等の取得価額に
算入しています。

(1）収益に関する計上基準
本投資法人の顧客との契約から生じる収益
に関する主な履行義務の内容及び当該履行義
務を充足する通常の時点（収益を認識する通
常の時点）は以下のとおりです。
① 不動産等の売却
不動産等の売却については、不動産売却に
係る契約に定められた引渡義務を履行するこ
とにより、顧客である買主が当該不動産等の
支配を獲得した時点で収益計上を行っていま
す。
② 水道光熱費収入
水道光熱費収入については、不動産等の賃
貸借契約及び付随する合意内容に基づき、顧
客である賃借人に対する電気、水道等の供給
に応じて収益計上を行っています。水道光熱
費収入のうち、本投資法人が代理人に該当す
ると判断したものについては、他の当事者が
供給する電気、水道等の料金として収受する
額から当該他の当事者に支払う額を控除した
純額を収益として認識しています。
(2）固定資産税等の処理方法
保有する不動産等にかかる固定資産税、都
市計画税及び償却資産税等については、賦課
決定された税額のうち当期に対応する額を賃
貸事業費用として費用処理する方法を採用し
ています。
なお、不動産等の取得に伴い、譲渡人に支
払った固定資産税等の精算金は賃貸事業費用
として計上せず、当該不動産等の取得価額に
算入しています。当期において不動産等の取
得価額に算入した固定資産税等相当額は
12,689千円です。
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前期（ご参考）
自 2022年2月 1日
至 2022年7月31日

当期
自 2022年8月 1日
至 2023年2月28日

5．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理によっています。ただし、
特例処理の要件を満たす金利スワップに
ついては特例処理を採用しています。

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段：金利スワップ取引
ヘッジ対象：借入金金利

(3）ヘッジ方針
本投資法人は、リスク管理方針を定めた
規定に基づき、投資法人規約に規定する
リスクをヘッジする目的でデリバティブ
取引を行っています。

(4）ヘッジ有効性の評価方法
金利スワップは特例処理の要件を満たし
ているため、有効性の評価は省略してい
ます。

(1）ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理によっています。ただし、
特例処理の要件を満たす金利スワップに
ついては特例処理を採用しています。

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段：金利スワップ取引
ヘッジ対象：借入金金利

(3）ヘッジ方針
本投資法人は、リスク管理方針を定めた
規定に基づき、投資法人規約に規定する
リスクをヘッジする目的でデリバティブ
取引を行っています。

(4）ヘッジ有効性の評価方法
ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の
累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロー
変動の累計とを比較し、両者の変動額の
比率を検証することにより、ヘッジの有
効性を評価しています。
ただし、金利スワップの特例処理の要件
を満たしているものにつきましては、有
効性の評価を省略しています。

6．その他計算書類作成のため
の基本となる重要な事項

不動産等を信託財産とする信託受益権に関す
る会計処理方法
保有する不動産等を信託財産とする信
託受益権につきましては、信託財産内全
ての資産及び負債勘定並びに信託財産に
生じた全ての収益及び費用勘定について、
貸借対照表及び損益計算書の該当勘定科
目に計上しています。
なお、該当勘定科目に計上した信託財
産のうち重要性がある下記の科目につい
ては、貸借対照表において区分掲記する
こととしています。
① 信託現金及び信託預金
② 信託建物、信託構築物、信託機械及び

装置、信託工具、器具及び備品及び
信託土地

③ 信託預り敷金及び保証金

不動産等を信託財産とする信託受益権に関す
る会計処理方法

保有する不動産等を信託財産とする信
託受益権につきましては、信託財産内全
ての資産及び負債勘定並びに信託財産に
生じた全ての収益及び費用勘定について、
貸借対照表及び損益計算書の該当勘定科
目に計上しています。
なお、該当勘定科目に計上した信託財
産のうち重要性がある下記の科目につい
ては、貸借対照表において区分掲記する
こととしています。
① 信託現金及び信託預金
② 信託建物、信託構築物、信託機械及び

装置、信託工具、器具及び備品、信
託建設仮勘定及び信託土地

③ 信託預り敷金及び保証金
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会計上の見積りに関する注記

項目
前期（ご参考）

自 2022年2月 1日
至 2022年7月31日

当期
自 2022年8月 1日
至 2023年2月28日

1．固定資産の減損 （1）計算書類に計上した金額
（単位：千円）
金額

有形固定資産 107,420,897
無形固定資産 1,928
減損損失 -

（2）識別した項目に係る会計上の見積りの
内容に関する情報
本投資法人は、固定資産の減損に係る会計
基準に従い、収益性の低下により投資額の回
収が見込めなくなった場合、固定資産の帳簿
価額を回収可能価額まで減額する会計処理を
適用しています。
会計処理の適用に当たっては、本投資法人
が保有する各物件を一つの資産グループと
し、継続的な営業赤字、市場価格の著しい下
落、経営環境の著しい悪化等によって減損の
兆候があると認められる場合に減損損失の認
識の要否を判定します。
減損損失を認識するかどうかの検討には将
来キャッシュ・フローの見積金額を用い、減
損損失の認識が必要と判断された場合には、
帳簿価額を外部の不動産鑑定評価額に基づく
回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損
損失として計上します。
将来キャッシュ・フローの算定にあたって
は、その前提となる賃料、稼働率、賃貸費用
等について、市場の動向、類似不動産の取引
事例等を総合的に勘案の上決定します。
各物件の賃料、稼働率、賃貸費用等は、不

動産賃貸市場等の動向の影響を受ける可能性
があります。そのため、これらを含む見積り
の前提に変更が生じた場合には、翌期の本投
資法人の財産及び損益の状況に影響を与える
可能性があります。

（1）計算書類に計上した金額
（単位：千円）
金額

有形固定資産 121,889,990
無形固定資産 782
減損損失 -

（2）識別した項目に係る会計上の見積りの
内容に関する情報
本投資法人は、固定資産の減損に係る会計
基準に従い、収益性の低下により投資額の回
収が見込めなくなった場合、固定資産の帳簿
価額を回収可能価額まで減額する会計処理を
適用しています。
会計処理の適用に当たっては、本投資法人
が保有する各物件を一つの資産グループと
し、継続的な営業赤字、市場価格の著しい下
落、経営環境の著しい悪化等によって減損の
兆候があると認められる場合に減損損失の認
識の要否を判定します。
減損損失を認識するかどうかの検討には将
来キャッシュ・フローの見積金額を用い、減
損損失の認識が必要と判断された場合には、
帳簿価額を外部の不動産鑑定評価額に基づく
回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損
損失として計上します。
将来キャッシュ・フローの算定にあたって
は、その前提となる賃料、稼働率、賃貸費用
等について、市場の動向、類似不動産の取引
事例等を総合的に勘案の上決定します。
各物件の賃料、稼働率、賃貸費用等は、不

動産賃貸市場等の動向の影響を受ける可能性
があります。そのため、これらを含む見積り
の前提に変更が生じた場合には、翌期の本投
資法人の財産及び損益の状況に影響を与える
可能性があります。
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貸借対照表に関する注記
前期（ご参考）
2022年7月31日

当期
2023年2月28日

※1．投資信託及び投資法人に関する法律第67条第4項に定め
る最低純資産額

50,000千円

※1．投資信託及び投資法人に関する法律第67条第4項に定め
る最低純資産額

50,000千円

損益計算書に関する注記
前期（ご参考）

自 2022年2月 1日
至 2022年7月31日

当期
自 2022年8月 1日
至 2023年2月28日

※1．不動産賃貸事業損益の内訳
（単位：千円）

Ａ．不動産賃貸事業収益
賃貸事業収入
賃料収入 3,116,230
共益費収入 26,463
計 3,142,694
その他賃貸事業収入
水道光熱費収入 31,169
駐車場収入 5,167
その他収入 3,244
計 39,581
不動産賃貸事業収益合計 3,182,276
Ｂ．不動産賃貸事業費用
賃貸事業費用
管理委託費 48,315
水道光熱費 35,292
修繕費 4,740
公租公課 303,961
減価償却費 799,384
損害保険料 9,032
信託報酬 2,750
その他賃貸事業費用 270
不動産賃貸事業費用合計 1,203,747
Ｃ．不動産賃貸事業損益（Ａ－Ｂ） 1,978,528

※1．不動産賃貸事業損益の内訳
（単位：千円）

Ａ．不動産賃貸事業収益
賃貸事業収入
賃料収入 3,887,496
共益費収入 40,075
計 3,927,571
その他賃貸事業収入
水道光熱費収入 89,373
駐車場収入 7,340
その他収入 3,303
計 100,017
不動産賃貸事業収益合計 4,027,588

Ｂ．不動産賃貸事業費用
賃貸事業費用
管理委託費 66,848
水道光熱費 97,531
修繕費 9,060
公租公課 303,960
減価償却費 975,461
損害保険料 9,487
信託報酬 4,676
その他賃貸事業費用 1,381
不動産賃貸事業費用合計 1,468,408

Ｃ．不動産賃貸事業損益（Ａ－Ｂ） 2,559,180

投資主資本等変動計算書に関する注記
前期（ご参考）

自 2022年2月 1日
至 2022年7月31日

当期
自 2022年8月 1日
至 2023年2月28日

※1．発行可能投資口総口数及び発行済投資口の総口数
発行可能投資口総口数 10,000,000 口
発行済投資口の総口数 600,127 口

※1．発行可能投資口総口数及び発行済投資口の総口数
発行可能投資口総口数 10,000,000 口
発行済投資口の総口数 674,400 口
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税効果会計に関する注記
前期（ご参考）

自 2022年2月 1日
至 2022年7月31日

当期
自 2022年8月 1日
至 2023年2月28日

1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳
（単位：千円）

（繰延税金資産）
未払事業税損金不算入額 12
繰延税金資産合計 12
繰延税金資産の純額 12

1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳
（単位：千円）

（繰延税金資産）
未払事業税損金不算入額 16
繰延税金資産合計 16
繰延税金資産の純額 16

2．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との
間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要
な項目別の内訳

（単位：％）
法定実効税率 31.46
（調整）
支払分配金の損金算入額 △31.44
その他 0.04
税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.06

2．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との
間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要
な項目別の内訳

（単位：％）
法定実効税率 31.46
（調整）
支払分配金の損金算入額 △31.44
その他 0.04
税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.06

リースにより使用する固定資産に関する注記
前期（ご参考）

自 2022年2月 1日
至 2022年7月31日

当期
自 2022年8月 1日
至 2023年2月28日

該当事項はありません。 該当事項はありません。

金融商品に関する注記
前期（ご参考）（自 2022年2月1日 至 2022年7月31日）
1．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

本投資法人では、中長期的に安定した収益の確保と運用資産の規模の着実な成長及び運用の安定
性を確保するため、借入れ、投資法人債（短期投資法人債を含む。以下同じ。)の発行、投資口の発
行等により資金調達を行います。
余剰資金の運用は、安全性及び換金性を考慮し、市場環境及び資金繰りの状況を十分に勘案の上、
有価証券又は金銭債権に投資することができます。
デリバティブ取引につきましては、負債から生じる金利変動リスクその他のリスクをヘッジする
ことを目的としてのみ行うものとしています。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
預金は、本投資法人の余剰資金を運用するものであり、預入先金融機関の破綻等の信用リスクに
晒されていますが、預入期間を短期に限定し、信用格付の高い預入先金融機関と取引することで、
信用リスクを限定しています。
借入れ及び投資法人債の主な資金使途は、不動産等の取得資金、既存の借入れの返済及び投資法
人債の償還資金です。これらは、返済期限若しくは償還時に代替資金が調達できない流動性リスク
に晒されていますが、資金調達手段の多様化、返済期限や借入先の分散化、手許流動性の確保によ
って流動性リスクの軽減を図るとともに、資金繰表の作成等の方法により流動性リスクを管理して
います。
また、変動金利による借入れ及び投資法人債は、支払金利の上昇リスクに晒されていますが、適
正な有利子負債比率を維持するとともに、デリバティブ取引（金利スワップ取引)を利用し当該リス
クを限定しています。
信託預り敷金及び保証金は、テナントからの預り金であり、テナントの退去に伴い返還義務が生

じることから流動性リスクに晒されていますが、これらの運用を行う場合は、運用ガイドラインの
規定に基づいて安全性及び換金性を勘案して行うことで流動性リスクを管理するとともに、資金繰
表の作成等の方法により流動性リスクを管理しています。
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（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては一定の前提条件を採用しているため、異なる前提条件によった
場合、当該価額が異なることもあります。また、後記「金融商品の時価等に関する事項」における
デリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リス
クを示すものではありません。

2．金融商品の時価等に関する事項
2022年7月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりです。な

お、「現金及び預金」「信託現金及び信託預金」「短期借入金」は現金及び短期間で決済されるため時価
が帳簿価額に近似するものであることから、注記を省略しています。また、「信託預り敷金及び保証
金」については重要性が乏しいため注記を省略しています。

貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

（1）1年内返済予定の長期借入金 (1,750,000) (1,752,098) 2,098
（2）投資法人債 (3,500,000) (3,496,350) △3,650
（3）長期借入金 (38,740,000) (39,260,711) 520,711
（4）デリバティブ取引（注2） － － －
（注1）負債に計上されるものについては、（ ）で表示しています。
（注2）「金融商品に関する会計基準」に基づき金利スワップの特例処理を適用しているため、貸借対照表において時価評価して

いません。
（注3）金融商品の時価の算定方法に関する事項

（2）投資法人債
これらの時価については、日本証券業協会が公表している参考値によっています。ただし、参考値がない場合には、

元利金の合計額を同様の借入れを行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しています。
（1）1年内返済予定の長期借入金、（3）長期借入金

金利が一定期間ごとに更改されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。ただ
し、金利スワップの特例処理の対象とされた変動金利による長期借入金については、当該金利スワップと一体として処
理された元利金の合計額を、同様の借入れを行った場合に適用される合理的に見積もられる割引率で割り引いて算定す
る方法によっています。
また、固定金利による長期借入金の時価については、元利金の合計額を残存期間に対応した新規借入れを行った場合
に想定される利率で割り引いて算定する方法によっています。

（4）デリバティブ取引
① ヘッジ会計が適用されていないもの
該当事項はありません。

② ヘッジ会計が適用されているもの
ヘッジ会計の方法毎の決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額等は次のとおりです。

（単位：千円）
ヘッジ会計
の方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ
対象

契約額等 時価 当該時価の
算定方法内1年超

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引
受取変動・支払固定 長期借入金 39,490,000 37,740,000 ※ －

※ 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、
前記「金融商品に関する注記 ２.金融商品の時価等に関する事項」における（3）「長期借入金」の時価に含めて記載していま
す。

（注4）借入金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額
（単位：千円）

1年以内 1年超
2年以内

2年超
3年以内

3年超
4年以内

4年超
5年以内 5年超

投資法人債 － － 1,500,000 － － 2,000,000
長期借入金 1,750,000 － 9,070,000 5,000,000 10,520,000 14,150,000

合 計 1,750,000 － 10,570,000 5,000,000 10,520,000 16,150,000
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当期（自 2022年8月1日 至 2023年2月28日）
1．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

本投資法人では、中長期的に安定した収益の確保と運用資産の規模の着実な成長及び運用の安定
性を確保するため、借入れ、投資法人債（短期投資法人債を含む。以下同じ。)の発行、投資口の発
行等により資金調達を行います。
余剰資金の運用は、安全性及び換金性を考慮し、市場環境及び資金繰りの状況を十分に勘案の上、
有価証券又は金銭債権に投資することができます。
デリバティブ取引につきましては、負債から生じる金利変動リスクその他のリスクをヘッジする
ことを目的としてのみ行うものとしています。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
預金は、本投資法人の余剰資金を運用するものであり、預入先金融機関の破綻等の信用リスクに
晒されていますが、預入期間を短期に限定し、信用格付の高い預入先金融機関と取引することで、
信用リスクを限定しています。
借入れ及び投資法人債の主な資金使途は、不動産等の取得資金、既存の借入れの返済及び投資法
人債の償還資金です。これらは、返済期限若しくは償還時に代替資金が調達できない流動性リスク
に晒されていますが、資金調達手段の多様化、返済期限や借入先の分散化、手許流動性の確保によ
って流動性リスクの軽減を図るとともに、資金繰表の作成等の方法により流動性リスクを管理して
います。
また、変動金利による借入れ及び投資法人債は、支払金利の上昇リスクに晒されていますが、適
正な有利子負債比率を維持するとともに、デリバティブ取引（金利スワップ取引)を利用し当該リス
クを限定しています。
信託預り敷金及び保証金は、テナントからの預り金であり、テナントの退去に伴い返還義務が生

じることから流動性リスクに晒されていますが、これらの運用を行う場合は、運用ガイドラインの
規定に基づいて安全性及び換金性を勘案して行うことで流動性リスクを管理するとともに、資金繰
表の作成等の方法により流動性リスクを管理しています。
なお、投資有価証券は、匿名組合に対する出資であり、不動産等の価値等の変動リスク及び金利
の変動リスクに晒されていますが、定期的に実質価値や発行体の財務状況を把握しています。

（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては一定の前提条件を採用しているため、異なる前提条件によった
場合、当該価額が異なることもあります。また、後記「金融商品の時価等に関する事項」における
デリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リス
クを示すものではありません。

2．金融商品の時価等に関する事項
2023年2月28日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりです。な
お、「現金及び預金」「信託現金及び信託預金」「短期借入金」は現金及び短期間で決済されるため時価
が帳簿価額に近似するものであることから、注記を省略しています。また、「信託預り敷金及び保証
金」「投資有価証券」については重要性が乏しいため注記を省略しています。

貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

（1）投資法人債 (3,500,000) (3,408,050) △ 91,950
（2）長期借入金 (48,720,000) (49,127,648) 407,648
（3）デリバティブ取引
（金利スワップの特例処理） － 507,488 507,488

（4）デリバティブ取引
（金利スワップの原則的処理） (8,078) (8,078) ー

（注1）負債に計上されるものについては、（ ）で表示しています。
（注2）金融商品の時価の算定方法に関する事項

（1）投資法人債
これらの時価については、日本証券業協会が公表している参考値によっています。ただし、参考値がない場合には、
元利金の合計額を同様の借入れを行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しています。

（2）長期借入金
金利が一定期間ごとに更改されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。ただ

し、金利スワップの特例処理の対象とされた変動金利による長期借入金については、当該金利スワップと一体として処
理された元利金の合計額を、同様の借入れを行った場合に適用される合理的に見積もられる割引率で割り引いて算定す
る方法によっています。
また、固定金利による長期借入金の時価については、元利金の合計額を残存期間に対応した新規借入れを行った場合

に想定される利率で割り引いて算定する方法によっています。
（3）デリバティブ取引（金利スワップの特例処理）、（4）デリバティブ取引（金利スワップの原則的処理）
① ヘッジ会計が適用されていないもの

該当事項はありません。
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② ヘッジ会計が適用されているもの
ヘッジ会計の方法毎の決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額等は次のとおりです。

（単位：千円）
ヘッジ会計
の方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ
対象

契約額等（※1） 時価（※2）内1年超
金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引
受取変動・支払固定 長期借入金 43,040,000 43,040,000 507,488

（※3）
原則的処理方法 金利スワップ取引

受取変動・支払固定 長期借入金 2,180,000 2,180,000 △8,078

（※1） 契約額等は、想定元本に基づいて表示しています。
（※2） 時価は、当該取引契約の相手方が市場実勢金利等をもとに算出した価額で評価しています。
（※3）「金融商品に関する会計基準」に基づき金利スワップの特例処理を適用しているため、貸借対照表において時価評価して

いません。
（注3）借入金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

（単位：千円）

1年以内 1年超
2年以内

2年超
3年以内

3年超
4年以内

4年超
5年以内 5年超

投資法人債 － 1,500,000 － － － 2,000,000
長期借入金 － 9,070,000 5,000,000 8,000,000 10,020,000 16,630,000

合 計 － 10,570,000 5,000,000 8,000,000 10,020,000 18,630,000

賃貸等不動産に関する注記
前期（ご参考）（自 2022年2月1日 至 2022年7月31日）
本投資法人は、関東エリア・関西エリア(注1)において、賃貸収益を得ることを目的として、賃貸用物
流不動産を有しています。これら賃貸等不動産の貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとお
りです。

（単位：千円）
貸借対照表計上額(注2) 当期末の時価(注4)

当期首残高 当期増減額(注3) 当期末残高
108,210,465 △789,567 107,420,897 130,505,000

（注1）「関東エリア」とは、東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県及び茨城県をいい、「関西エリア」とは、大阪府、京都府、兵庫
県、奈良県及び滋賀県をいいます。以下、同じです。

（注2）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。
（注3）賃貸等不動産の期中増減額のうち、主な増加額は資本的支出によるものであり、主な減少額は減価償却費（799,384千

円）によるものです。
（注4）当期末の時価は、社外の不動産鑑定士による鑑定評価額を記載しております。

なお、賃貸等不動産に関する2022年7月期（第8期）における損益は、「損益計算書に関する注記」
に記載のとおりです。

当期（自 2022年8月1日 至 2023年2月28日）
本投資法人は、関東エリア・関西エリア(注1)において、賃貸収益を得ることを目的として、賃貸用物
流不動産を有しています。これら賃貸等不動産の貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとお
りです。

（単位：千円）
貸借対照表計上額(注2) 当期末の時価(注4)(注5)当期首残高 当期増減額(注3) 当期末残高

107,420,897 14,469,093 121,889,990 150,013,000
（注1）「関東エリア」とは、東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県及び茨城県をいい、「関西エリア」とは、大阪府、京都府、兵庫

県、奈良県及び滋賀県をいいます。以下、同じです。
（注2）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。
（注3）賃貸等不動産の期中増減額のうち、主な増加額は不動産信託受益権1物件の取得（15,353,896千円）によるものであり、

主な減少額は減価償却費（975,461千円）によるものです。
（注4）当期末の時価は、社外の不動産鑑定士による鑑定評価額を記載しております。
（注5）アイミッションズパーク市川塩浜に係る期末の時価については、本投資法人が当期末現在において保有している当該物件

の準共有持分割合（70％）に相当する数値を集計しています。

なお、賃貸等不動産に関する2023年2月期（第９期）における損益は、「損益計算書に関する注記」
に記載のとおりです。
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収益認識に関する注記
前期（ご参考）（自 2022年2月1日 至 2022年7月31日）
顧客との契約から生じる収益を分解した情報
顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、注記表（損益計算書に関する注記）の「※1. 不動
産賃貸事業損益の内訳」をご参照ください。
なお、「※1. 不動産賃貸事業損益の内訳」には、企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基
準」に基づく収益が含まれています。また、主な顧客との契約から生じる収益は「水道光熱費収入」で
す。

当期（自 2022年8月1日 至 2023年2月28日）
顧客との契約から生じる収益を分解した情報
顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、注記表（損益計算書に関する注記）の「※1. 不動
産賃貸事業損益の内訳」をご参照ください。
なお、「※1. 不動産賃貸事業損益の内訳」には、企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基
準」に基づく収益が含まれています。また、主な顧客との契約から生じる収益は「水道光熱費収入」で
す。

資産の運用の制限に関する注記
前期（ご参考）

自 2022年2月 1日
至 2022年7月31日

当期
自 2022年8月 1日
至 2023年2月28日

該当事項はありません。 該当事項はありません。

関連当事者との取引に関する注記
前期（ご参考）（自 2022年2月1日 至 2022年7月31日）

属性 取引先名称
事業の
内容又は
職業

投資口の
所有割合

取引の
内容

取引金額
（千円） 科目 期末残高

（千円）

資産保管会社 三井住友信託銀行株
式会社 銀行業 －

短期借入金の
返済 530,000 短期借入金 870,000

－ －

１年内返済
予定の
長期借入金

325,000

長期借入金 7,720,000
支払利息 27,599 未払費用 3,188

取引条件及び取引条件の決定方針
（注1）投資口の所有割合については、小数点第二位未満を切り捨てて記載しています。
（注2）取引条件については、市場の実勢等に基づいて決定しています。
（注3）上記金額のうち、取引金額及び期末残高には消費税等が含まれておりません。

当期（自 2022年8月1日 至 2023年2月28日）

属性 取引先名称
事業の
内容又は
職業

投資口の
所有割合

取引の
内容

取引金額
（千円） 科目 期末残高

（千円）

資産保管会社 三井住友信託銀行株
式会社 銀行業 －

短期借入金の
返済 870,000 短期借入金 -

長期借入金の
借入れ 1,935,000

１年内返済
予定の
長期借入金

-

長期借入金の
返済 325,000 長期借入金 9,655,000

支払利息 34,382 未払費用 4,277
取引条件及び取引条件の決定方針
（注1）投資口の所有割合については、小数点第二位未満を切り捨てて記載しています。
（注2）取引条件については、市場の実勢等に基づいて決定しています。
（注3）上記金額のうち、取引金額及び期末残高には消費税等が含まれておりません。
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1口当たり情報に関する注記
前期（ご参考）

自 2022年2月 1日
至 2022年7月31日

当期
自 2022年8月 1日
至 2023年2月28日

1口当たり純資産額 108,161 円 1口当たり純資産額 111,356 円

1口当たり当期純利益 2,315 円 1口当たり当期純利益 2,794 円

なお、1口当たり当期純利益は、当期純利益を期間の日数に
よる加重平均投資口数で除することにより算定しております。
また、潜在投資口調整後1口当たり当期純利益については、
潜在投資口がないため記載しておりません。

なお、1口当たり当期純利益は、当期純利益を期間の日数に
よる加重平均投資口数で除することにより算定しております。
また、潜在投資口調整後1口当たり当期純利益については、
潜在投資口がないため記載しておりません。

（注）1口当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。
前期（ご参考）

自 2022年2月 1日
至 2022年7月31日

当期
自 2022年8月 1日
至 2023年2月28日

当期純利益（千円） 1,389,843 1,806,759
普通投資主に帰属しない金額（千円） － －
普通投資口に係る当期純利益（千円） 1,389,843 1,806,759
期中平均投資口数（口） 600,127 646,594

重要な後発事象に関する注記
前期（ご参考）（自 2022年2月1日 至 2022年7月31日）
該当事項はありません。

当期（自 2022年8月1日 至 2023年2月28日）
該当事項はありません。
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前期（ご参考） 当 期

（自 2022年 2月 1日 （自 2022年 8月 1日

至 2022年 7月31日） 至 2023年 2月28日）

Ⅰ 当期未処分利益 1,390,075,103 円 1,806,939,978 円

Ⅱ 利益超過分配金加算額

出資総額控除額 239,450,673 円 377,664,000 円

Ⅲ 分配金の額 1,629,344,805 円 2,184,381,600 円

（投資口1口当たり分配金の額） (2,715 円) (3,239 円)

うち利益分配金 1,389,894,132 円 1,806,717,600 円

（うち1口当たり利益分配金） (2,316 円) (2,679 円)

うち利益超過分配金 239,450,673 円 377,664,000 円

（うち1口当たり利益超過分配金） (399 円） (560 円）

Ⅳ 次期繰越利益 180,971 円 222,378 円

分配金の額の算出方法

本投資法人の規約第39条第1項に定め
る金銭の分配の方針に基づき、分配金額
は、租税特別措置法第67条の15に規定
されている本投資法人の配当可能利益の
金額の100分の90に相当する金額を超
えるものとします。
かかる方針をふまえ、当期未処分利益

を超えない額で、かつ期末発行済投資口
の総口数の整数倍の最大値となる
1,389,894,132円を、利益分配金とし
て分配することとしました。
また、本投資法人は、本投資法人の規
約第39条第2項に定める金銭の分配の方
針に基づき、毎期継続的に利益を超える
金銭の分配（税法上の出資等減少分配に
該当する出資の払戻し）を行います。か
かる方針をふまえ、239,450,673円を、
利益を超える金銭の分配（税法上の出資
等減少分配に該当する出資の払戻し）と
して分配することとしました。

本投資法人の規約第39条第1項に定め
る金銭の分配の方針に基づき、分配金額
は、租税特別措置法第67条の15に規定
されている本投資法人の配当可能利益の
金額の100分の90に相当する金額を超
えるものとします。
かかる方針をふまえ、当期未処分利益

を超えない額で、かつ期末発行済投資口
の総口数の整数倍の最大値となる
1,806,717,600円を、利益分配金とし
て分配することとしました。
また、本投資法人は、本投資法人の規
約第39条第2項に定める金銭の分配の方
針に基づき、毎期継続的に利益を超える
金銭の分配（税法上の出資等減少分配に
該当する出資の払戻し）を行います。か
かる方針をふまえ、377,664,000円を、
利益を超える金銭の分配（税法上の出資
等減少分配に該当する出資の払戻し）と
して分配することとしました。
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独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書

2023年４月17日

アドバンス･ロジスティクス投資法人
役 員 会 御 中

ＰｗＣあらた有限責任監査法人
東京事務所
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 鶴 田 光 夫

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 佐 藤 孝

監査意見
当監査法人は、投資信託及び投資法人に関する法律第130条の規定に基づき、アドバンス･ロジステ
ィクス投資法人の2022年８月１日から2023年２月28日までの第９期営業期間の計算書類、すなわち、
貸借対照表、損益計算書、投資主資本等変動計算書及び注記表、資産運用報告及び金銭の分配に係る計
算書並びにその附属明細書（資産運用報告及びその附属明細書については、会計に関する部分に限る。
以下同じ。）（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。なお、資産運用報告及びその附属
明細書について監査意見の対象とした会計に関する部分は、資産運用報告及びその附属明細書に記載さ
れている事項のうち会計帳簿の記録に基づく記載部分である。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。
当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、投資法人から独立しており、また、監
査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適
切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、資産運用報告及びその附属明細書に含まれる情報のうち、監査意見の対象とし

た会計に関する部分以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにあ
る。また、監督役員の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における執行役員の職
務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法
人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、
その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかど
うか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるか
どうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、
その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者及び監督役員の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継
続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監督役員の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における執行役員の職務の執行を監視すること

にある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による

重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算
書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、
個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、
重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、
職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対
応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見
表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する
内部統制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見
積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した
監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不
確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合
は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する
計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求
められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事
象や状況により、投資法人は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並び
に計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、執行役員に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部
統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項につ
いて報告を行う。
監査人は、執行役員に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減す
るためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
投資法人と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以 上

（注） 上記の監査報告書の原本は本投資法人が別途保管しております。
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キャッシュ・フロー計算書(参考情報)
（単位：千円）

前期（ご参考）
自 2022年2月 1日
至 2022年7月31日

当期
自 2022年8月 1日
至 2023年2月28日

営業活動によるキャッシュ・フロー
税引前当期純利益 1,390,703 1,807,807
減価償却費 799,949 976,111
投資口交付費 - 19,711
投資法人債発行費償却 2,127 2,482
受取利息 △33 △70
支払利息 103,772 143,447
営業未収入金の増減額（△は増加） 7,795 △15,069
未収消費税等の増減額（△は増加） - △358,446
前払費用の増減額（△は増加） 202 △8,967
長期前払費用の増減額（△は増加） △8,315 △21,695
営業未払金の増減額（△は減少） △125,406 19,170
未払費用の増減額（△は減少） △10,475 72,118
未払消費税等の増減額（△は減少） △177,939 △85,376
前受金の増減額（△は減少） △1,543 68,033
その他 △112 173,400
小計 1,980,724 2,792,656
利息の受取額 33 70
利息の支払額 △99,294 △140,795
法人税等の支払額 △763 △869
営業活動によるキャッシュ・フロー 1,880,700 2,651,061
投資活動によるキャッシュ・フロー
信託有形固定資産の取得による支出 △22,560 △15,377,360
無形固定資産の取得による支出 △504 -
投資有価証券の取得による支出 - △11,233
その他 - 495
投資活動によるキャッシュ・フロー △23,064 △15,388,098
財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入れによる収入 - 620,000
短期借入金の返済による支出 △2,010,000 △3,740,000
長期借入れによる収入 - 9,980,000
長期借入金の返済による支出 - △1,750,000
投資法人債の発行による収入 1,982,970 -
投資口の発行による収入 - 9,999,270
分配金の支払額 △1,654,571 △1,630,349
財務活動によるキャッシュ・フロー △1,681,600 13,478,921
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 176,035 741,884
現金及び現金同等物の期首残高 5,468,489 5,644,525
現金及び現金同等物の期末残高 ※1 5,644,525 ※1 6,386,409
（注）キャッシュ・フロー計算書は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和38年大蔵省令第59号）」に基づ

き作成していますが、参考情報として添付しています。このキャッシュ・フロー計算書は、「投資信託及び投資法人に関す
る法律」第130条の規定に基づく会計監査人の監査対象ではないため、会計監査人の監査は受けていません。
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重要な会計方針に係る事項に関する注記［参考情報］
前期（ご参考）

自 2022年2月 1日
至 2022年7月31日

当期
自 2022年8月 1日
至 2023年2月28日

キャッシュ・フロー計算
書における資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書における資金（現
金及び現金同等物）は、手許現金及び信託現金、
随時引き出し可能な預金及び信託預金並びに容
易に換金可能であり、かつ、価値の変動につい
て僅少なリスクしか負わない取得日から3ヶ月以
内に償還期限の到来する短期投資からなってお
ります。

キャッシュ・フロー計算書における資金（現
金及び現金同等物）は、手許現金及び信託現金、
随時引き出し可能な預金及び信託預金並びに容
易に換金可能であり、かつ、価値の変動につい
て僅少なリスクしか負わない取得日から3ヶ月以
内に償還期限の到来する短期投資からなってお
ります。

キャッシュ・フロー計算書に関する注記［参考情報］
前期（ご参考）

自 2022年2月 1日
至 2022年7月31日

当期
自 2022年8月 1日
至 2023年2月28日

※1．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され
ている科目の金額との関係

（2022年7月31日）
現金及び預金 3,181,102千円
信託現金及び信託預金 4,137,678千円
使途制限付信託預金(注) △1,674,255千円
現金及び現金同等物 5,644,525千円

※1．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され
ている科目の金額との関係

（2023年2月28日）
現金及び預金 3,031,730千円
信託現金及び信託預金 5,203,067千円
使途制限付信託預金(注) △1,848,388千円
現金及び現金同等物 6,386,409千円

(注)テナントから預かっている敷金保証金の返還のために留保
されている信託預金です。

(注)テナントから預かっている敷金保証金の返還のために留保
されている信託預金です。
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IMP守谷

国道16号

IMP印西

国道16号

IMP柏

国道16号

IMP野田

国道16号

IMP厚木

圏央道

IMP東京足立

外環道

IMP三芳

国道16号

保
有
物
件

IMP守谷2

国道16号

IMP柏2

国道16号

IMP印西2

国道16号

（注1）CRE物件とは、企業が保有する事業用不動産のことであり、ここでは伊藤忠グループ開発物件以外を指します。
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伊藤忠グループ開発物件
（本投資法人パイプライン物件）

伊藤忠グループの過去
開発・取得実績物件

CRE物件（注1） 
（本投資法人
パイプライン物件）

保有物件

国道16号周辺
及び 外環道周辺
（取得価格ベース）

96.0％
国道16号周辺国道16号周辺

66.66.99％％

外環道周辺外環道周辺

29.29.11％％

（2023年4月3日時点）（2023年4月3日時点）

圏央道周辺圏央道周辺
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IMP春日井

その他優先交渉権

T&Bメンテナンスセンター松江

中部優先交渉権

IMP桑名
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環　境

気候変動リスクへの対応
●資産運用会社がTCFD提言への賛同表明。
●気候変動のリスク・機会を抽出及び戦略の立案完了。
●設定したシナリオ分析の定量分析を今後推進予定。

外部環境認証の取得
新たに取得したIMP市川塩浜でCASBEE 
Sランクを取得。

脱炭素社会に向けた長期目標の設定
より長期的取組を意識した目標を新たに設定し、各
種施策を推進。

項目 長期目標
2030年迄（2020年度比）

2021年度
までの実績

エネルギー使用量 原単位10%削減 11%削減
CO2排出量 原単位10%削減 13％削減
水使用量 現状維持 24%削減
廃棄物量 現状維持 66%削減

（2023年4月3日時点）

EE

資産運用会社におけるサステナビリティに関する基本方針

GRESBリアルエステイト評価
●2022年上場・物流不動産セクターの

「グローバル・セクターリーダー」に選出
最高位の「5スター」獲得（2019年度より参加以来初）

●4年連続「Green Star」
開示評価 4年連続 最高「A」評価

資産運用会社における
サステナビリティに関する基本方針

伊藤忠グループのコミットメント

スポンサーグループともに、ESGに対する強いコミットメントを表明。

❶法令の順守と組織体制の整備

❷脱炭素社会の実現に向けた取り組み

❸省資源・廃棄物の削減

❹従業員の啓発

❺地域社会への貢献

❻分かりやすい情報開示

三方よし
資本主義

国連グローバル
・コンパクト

TCFD
（気候関連財務情報開示）

タスクフォース

外部環境認証取得割合 95.0%

54

ESGへの取り組み
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社会貢献

ガバナンス

IMP野田にて野田市と合同防災訓練を実施
●2022年5月に千葉県野田市と「災害時における避難者及
び支援物資の受入に関する協定」を締結。災害発生時に
IMP野田を支援物資の保管・管理及び被災者の一時避難
場所として提供。

●2023年２月にIMP野田にて、市と合同で防災訓練を実施。
入居テナント企業様も参加し、防災意識の向上にも繋げる。

備蓄倉庫
テナント企業様向けの
水、食料、簡易トイレを備
蓄。IMP厚木2※に設置。

非常時における物流機能の維持

地域社会との共存

●伊藤忠商事による本投資法人へのセイムボート出資

●ESGレポートの発行

●適切な意思決定プロセス（利害関係者取引への対応）

●コンプライアンス態勢の継続的な推進
社内研修・理解度テストを中心とした、従業員に対するコンプライアンスの意識付けの実施。
監査役及び内部監査部門との定例ミーティングにより、コンプライアンスに関する意見交換と問題意識の共有を
実施。

●投資主利益との連動性を更に高める報酬体系へ
資産規模拡大による収益基盤の強化や決算期変更による本投資法人の決算業務等の合理化効果を投資
主価値の向上に繋げるべく、現行の運用報酬体系を見直し、運用報酬総額を従来に比べ10％近く低減（第9
期より適用開始）。

非常用発電設備
非常時においても電源を
一定時間維持し、事業
継続を実現。IMP厚木2
※に設置。

※IMP厚木2は、本投資法人が優先交渉権を保有するスポンサー開発物件です。

SS

GG

電気使用量削減 水使用量削減 再生可能エネルギーの創出

LED照明 節水型トイレ・洗面配置 太陽光パネル
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投資口・投資主の状況

決算期日 毎年2月末日、8月末日
（第9期は2022年8月1日から2023年2月28日までの7か月の変則決算期）

決算発表 毎年4月、10月

資産運用報告発送 毎年5月、11月

投資主総会 原則として2年に1回以上開催

同議決権行使投資主確定日 規約第15条に定める日

分配金支払確定基準日 毎年2月末日、8月末日
（分配金は支払確定基準日より3か月以内にお支払いいたします。）

分配金支払開始 毎年5月、11月

上場金融商品取引所 東京証券取引所（銘柄コード：3493）

公告掲載新聞 日本経済新聞

投資主名簿等管理人 みずほ信託銀行株式会社

連絡先
（電話照会・郵便物受付）

〒168-8507
東京都杉並区和泉二丁目8番4号
みずほ信託銀行株式会社 証券代行部
TEL：0120-288-324（フリーダイヤル）

投資口に関する住所、氏名等の登録情報の変更、分配金振込口座の指定、変更等に関するお問い合わせ、手
続きに必要な書類のご請求等は、投資口にかかる口座を開設されているお取引証券会社までご連絡ください。

分配金は「分配金領収証」をお近くのゆうちょ銀行全国本支店及び出張所並びに郵便局（銀行代理
業者）にお持ちいただくことでお受け取りいただけます。受取期間を過ぎた場合は、「分配金領収証」
裏面にお受け取り方法を指定し、みずほ信託銀行証券代行部へご郵送頂くか、みずほ信託銀行、み
ずほ銀行の各本支店窓口にてお受け取りください。また、今後の分配金に関して、銀行振込のご指定
等のお手続きをご希望の方は、口座を開設されているお取引証券会社までご連絡ください。

所有者別投資主数
の割合

所有者別投資口数
の割合

個人・その他
95.7%

外国法人
16.8%

個人・その他
11.7%

金融機関
64.6%

外国法人	 1.3%
その他国内法人	1.9%
金融機関	 1.2%

その他国内法人	 7.0%

投資主メモ

投資口に関する諸手続きについて

分配金について
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投資主インフォメーション
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本投資法人のホームページでは、分配金情報、保有資産の状況、上場日以降の取り組
みに関する最新情報等を掲載しています。投資主の皆様に迅速かつ充実した情報開
示を行なってまいりますので、ぜひご覧ください。

ホームページ
QRコード

https://www.adl-reit.com/

ホームページのご案内

57

9th_資産運用報告.indd   579th_資産運用報告.indd   57 2023/05/02   16:022023/05/02   16:02




